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令和８年度小規模事業指導推進費補助金交付要綱

第１ 趣旨

商工会又は商工会議所（以下「商工会等」という。）が経営指導員、補助員及び記帳専任職員

（以下「補助対象職員」という。）を設置して行う小規模事業者の経営又は技術の改善発達のため

の事業（以下「経営改善普及事業」という。）の充実を図り、もって小規模事業者の振興と安定に

寄与するため、商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律（平成５年法律第51

号）及び北海道補助金等交付規則（昭和47年北海道規則第34号。以下「規則」という。）に定めが

あるもののほか、この交付要綱に定めるところにより商工会等、連合会及び会議所連合会の行う経

営改善普及事業に対し、予算の範囲内で補助する。

第２ 定義

１ 「小規模事業者」とは、商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第２条

に基づく小規模事業者をいう。

２ 「商工会」とは、商工会法（昭和35年法律第89号）に規定する商工会を、「商工会議所」とは、

商工会議所法（昭和28年法律第143号）に規定する商工会議所をいう。

３ 「連合会」とは、商工会法に規定する北海道商工会連合会を、「会議所連合会」とは、一般社

団法人及び一般財団法人に関する法律（平成18年法律第48号）に基づく一般社団法人北海道商工

会議所連合会をいう。

第３ 補助金の交付の対象、補助対象者及び補助対象経費

１ 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）及び補助金の交付の対象となる

者は、次のとおりとする。

補助金の交付の対象 補助対象者

経営改善普及事業 商工会等、連合会及び

別に定める「小規模事業指導推進事業の実施方針」（以下 会議所連合会

「実施方針」という。）に基づき実施する経営改善普及事業

２ 補助金の交付の対象となる経費は、商工会等に設置する補助対象職員の人件費並びに商工会等、

連合会及び会議所連合会が行う経営改善普及事業に要する経費のうち別表第１に掲げる経費とし、

第４「補助対象職員に対する補助」及び第５「事業費補助」により知事が必要かつ適当と認める

ものに交付する。

第４ 補助対象職員に対する補助

補助金の額は、別表第１の補助金算定基準に基づく額の合計額（傾斜配分を実施している経費に

あっては、傾斜配分額。以下「補助金限度額」という。）以内とし、経費区分の明細ごとの取扱い

は次に定めのあるもののほか、別に定める「小規模事業指導推進費補助金補助対象職員人件費傾斜

配分実施要領」に基づき実施するものとする。

なお、補助対象職員の１人当たりの各経費区分の明細の月額補助金は、別表第１の補助金算定基

準の経費ごとの単価（以下「補助基準単価」という。）の範囲内とするが、これは実際の支給限度

を示すものではなく、補助金限度額の範囲内において、実支給額等に応じて増減することは差し支

えない。

経費区分の明細の支給については、商工会等の支給規程に基づくとともに北海道の支給規程に準

じて行うものとする。

１ 俸給及び扶養手当

（１）俸給（商工会は傾斜配分。ただし記帳専任職員を除く。）

俸給の補助は、前記のなお書きに基づかず、その資格が第８の２の（１）のアの（ク）に該
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当する者の支給月額については、補助基準単価の２割を超えて増額し、補助することができな

い。ただし、その後において、第８の２の（１）のアの（ア）から（キ）までに該当するよう

になった場合はこの限りではない。

（２）扶養手当（傾斜配分）

扶養手当は、扶養親族のある年度当初において60歳未満の者、又は第８の１の（２）に規定

する年齢を満たす定年退職前の者を補助対象とし、次のとおりとする。

ア 補助対象となる扶養親族は、次に掲げる者で他に生計の途がなく主として補助対象職員の

扶養を受けているものとする。

（ア）満22歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある子

（イ）満22歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある孫

（ウ）満60歳以上の父母及び祖父母

（エ）満22歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある弟妹

（オ）重度心身障害者

イ 補助対象経費の月額は、次のとおりとする。

（ア）上記アの（ア）に該当する扶養親族については、１人につき13,000円とする。

（イ）上記アの（イ）から（オ）までに該当する扶養親族については、１人につき6,500円と

する。

（ウ）上記（ア）のうち、満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子については、１人に

つき5,000円を加算する。

ウ 扶養手当の認定基準日は、各月の１日とする。

２ 調整手当

調整手当は、札幌商工会議所に設置された補助対象職員を補助対象とし、補助対象経費の月額

は、俸給月額に100分の４を乗じて得た額又は実支給月額のいずれか低い額とする。

３ 通勤手当（傾斜配分）

（１）次のいずれかに該当する者で、かつ、徒歩により通勤するとした場合、その通勤距離が２キ

ロメートル以上の者（徒歩により通勤することが困難と認められる者はこの限りではない。）

を補助対象とする。

ア 通勤のため交通機関又は有料の道路（以下「交通機関等」という。）を利用してその運賃

及び料金（以下「運賃等」という。）を負担することを常例とする者

イ 通勤のため自動車その他の交通用具（以下「自動車等」という。）を使用することを常例

とする者

ウ 上記ア及びイを併用することを常例とする者

エ イ又はウに該当する者で、自動車等の駐車のための施設（以下「駐車場等」という。）を

利用し、その料金を負担することを常例とする者

（２）補助対象経費の額は、次に掲げる額を超えないものとする。

また、通勤手当の認定基準日は、各月の１日とする。

ア 上記（１）のアに該当する者については、以下のいずれかとする。

（ア）定期券を使用することがもっとも経済的かつ合理的な場合

支給単位期間（定期券の最長通用期間に相当する期間で６カ月を限度）に係る運賃等相当

額とする。ただし、１カ月当たりの運賃等相当額が150,000円を超えるときは、150,000円に

当該支給単位期間の月数を乗じて得た額とする。

（イ）回数乗車券等を使用することがもっとも経済的かつ合理的な場合

１カ月（通勤21回分を限度）に係る運賃等相当額とし、150,000円を限度とする。
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イ 上記（１）のイに該当する者については、次により得られる額とする。

（月額単価）×（支給単位期間）

（月額単価）

自動車等使用片道距離 月額単価

５キロメートル未満 2,000円

５キロメートル以上 10キロメートル未満 4,600円

10キロメートル以上 15キロメートル未満 7,300円

15キロメートル以上 20キロメートル未満 10,400円

20キロメートル以上 25キロメートル未満 13,500円

25キロメートル以上 30キロメートル未満 16,600円

30キロメートル以上 35キロメートル未満 19,700円

35キロメートル以上 40キロメートル未満 22,800円

40キロメートル以上 45キロメートル未満 25,900円

45キロメートル以上 50キロメートル未満 29,100円

50キロメートル以上 55キロメートル未満 32,300円

55キロメートル以上 60キロメートル未満 35,500円

60キロメートル以上 65キロメートル未満 38,700円

65キロメートル以上 70キロメートル未満 42,200円

70キロメートル以上 75キロメートル未満 45,700円

75キロメートル以上 80キロメートル未満 49,200円

80キロメートル以上 85キロメートル未満 52,700円

85キロメートル以上 90キロメートル未満 56,200円

90キロメートル以上 95キロメートル未満 59,600円

95キロメートル以上 100キロメートル未満 63,000円

100キロメートル以上 66,400円

ウ 上記（１）のウに該当する者については、（２）のア及びイにより算出される合計額とす

る。ただし、アにより算出される１カ月当たりの運賃等相当額及びイにより算出される１カ

月当たりの額の合計額が150,000円を超えたときは、150,000円に当該支給単位期間の月数を

乗じて得た額とする。

エ 上記（１）のエに該当するものは当該支給単位期間につき、5,000円を超えない範囲内で１

カ月当たりの駐車場等の料金に相当する額とする。

ただし、（２）のイ、ウ、エにより算出される１カ月当たりの額の合計額が150,000円を超え

たときは、150,000円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額とする。

４ 特地勤務手当

離島地区商工会の支給規定等において支給対象となる補助対象職員のうち、人事交流により他

地区商工会から離島地区商工会へ異動した経営指導員を補助対象とし、補助対象経費の月額は、

俸給月額に100分の８を乗じて得た額又は実支給額のいずれか低い額とする。

５ 期末手当（商工会は傾斜配分。ただし記帳専任職員を除く。）

（１）一般分

前記１（俸給及び扶養手当）及び２（調整手当）に準じてそれぞれの設置数に応じて配分す

るものとし、補助対象経費の額は次により得られた額又は実支給額のいずれか低い額とする。

（俸給、扶養手当、調整手当の月額）×期末手当支給月数
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（期末手当支給月数）

ア 年度当初において60歳未満の者、又は第８の１の（２）に規定する年齢を満たす定年退職

前の者

補助対象となった時期 ６月支給 12月支給 計

前年度12月２日以前から 2.325 2.325 4.65

前年度12月３日より１月２日までの間 2.019375 2.325 4.344375

１月３日より３月２日までの間 1.6075 2.325 3.9325

３月３日より６月１日までの間 0.80375 2.325 3.12875

６月２日 - 2.325 2.325

６月３日より７月２日までの間 - 2.019375 2.019375

７月３日より９月２日までの間 - 1.6075 1.6075

９月３日より12月１日までの間 - 0.80375 0.80375

12月２日以降 - - 0

イ 年度当初において60歳以上の者（アに該当しない者）

補助対象となった時期 ６月支給 12月支給 計

前年度12月２日以前から 1.225 1.225 2.45

前年度12月３日より１月２日までの間 1.056875 1.225 2.281875

１月３日より３月２日までの間 0.8375 1.225 2.0625

３月３日より６月１日までの間 0.41875 1.225 1.64375

６月２日 - 1.225 1.225

６月３日より７月２日までの間 - 1.056875 1.056875

７月３日より９月２日までの間 - 0.8375 0.8375

９月３日より12月１日までの間 - 0.41875 0.41875

12月２日以降 - - 0

（２）指導員職務加算額（商工会は傾斜配分）

経営指導員については、商工会等の支給規程等に期末手当の算定基準額に俸給及び俸給に対

する調整手当の一定割合を加算する旨の規定があり、当該規定に基づき支給する場合には、上

記（１）に、次の算式によって算出される額を加算することができるものとし、その補助対象

経費の額は、次により得られた額又は実支給額のいずれか低い額とする。

（俸給、調整手当の月額）×0.05×期末手当支給月数

（３）指導員職務加算額については、補助金限度額の範囲内であれば個々の俸給及び調整手当に準

じて補助金の額を増減しても差し支えないが、個々の加算率は５パーセントを限度とし、指導

員職務加算額として交付された補助金は、指導員職務加算額以外には使用できないものとする。

６ 寒冷地手当

基準日（毎年11月から翌年３月までの各月の初日）に在職（休職中の者を含む。）している者

を補助対象とし、補助対象経費の額は、商工会等の実支給額とする。

７ 住居手当（傾斜配分）

（１）住居手当は、自ら居住するための住宅（貸間を含む。）を借り受け、月額１万3,000円を超え

る家賃（使用料を含む。以下同じ。）を支払っている者（１の（２）のアにいう扶養親族（以

下この項において同じ。）の名義で借り受け、又は扶養親族と共同して借り受けている住宅に

当該扶養親族と同居し、当該補助対象職員の収入によって生計を支えており家賃を支払ってい

る者を含む。）を補助対象とする。

（２）補助対象経費の月額は、次に掲げる額を超えないものとする。
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また、住居手当の認定基準日は、各月の１日とする。

ア 上記（１）に該当する者であって、月額２万4,000円以下の家賃を支払っている場合は、家

賃月額から１万3,000円を控除した額（ただし、100円未満の端数を生じたときは、これを切

り捨てる。）

イ 上記（１）に該当する者であって、月額２万4,000円を超えて家賃を支払っている場合は、

当該家賃月額から２万4,000円を控除した額の２分の１の額（17,000円を限度とする。）に、

11,000円を加算した額（ただし、100円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てる。）

８ 超過勤務手当

支給の際における１時間当たりの補助対象単価は、補助対象職員ごとの１時間当たりの俸給額

（労働基準法（昭和22年法律第49号）第37条に規定する通常の労働時間１時間当たりの賃金の計

算額）の100分の135を限度とする。ただし、その勤務が午後10時から翌日の午前５時までの間で

ある場合は100分の160を限度とする。

９ 福利厚生費（商工会は傾斜配分。ただし記帳専任職員は除く。）

商工会等がその補助対象職員についての健康保険料、介護保険料、厚生年金保険料、雇用保険

料、労災保険料、子ども・子育て拠出金及び子ども・子育て支援金について事業主負担分を支払

った場合、事業主負担分の２分の１を限度として補助するものとし、傾斜配分額の範囲内とする。

傾斜配分を実施していない補助対象職員間で補助金限度額の範囲内で増減することは差し支え

ない。

１０ 長期欠勤等の人件費の取扱い

補助対象職員が傷病に罹り、又は研修会等への派遣により長期間にわたって欠勤（本務から離

れるに至った場合を含む。以下同じ。）した場合の人件費の取扱いは、次のとおりとする。

（１）傷病等により業務を離れた場合

ア 公務上による傷病のため長期間にわたって欠勤するに至った場合

当該長期欠勤の始まる月から24カ月間までを、人件費のうち俸給、扶養手当、調整手当、

特地勤務手当、期末手当、寒冷地手当、住居手当、福利厚生費（以下これらを「対象人件

費」という。）の全額について補助対象とする。

イ 結核性疾患のため長期間にわたって欠勤するに至った場合

当該長期欠勤の始まる月から24カ月間までを、対象人件費の８割を補助対象とする。

ウ 上記ア及びイ以外の場合（一般の傷病等）

当該長期欠勤の始まる月から３カ月間までを、対象人件費の全額を補助対象とし、３カ月

間を超えた９カ月間については５割を補助対象とする。

エ 通勤手当及び超勤手当については、当該長期欠勤の始まる月から職務に復帰した月の前月

までの期間については補助対象外とする。

この場合、当該長期欠勤の始まる日及び出勤開始の日の該当月については、その月の15日

以前であればその月、16日以降であればその月の翌月とする。

（２）研修等により業務を離れた場合

補助対象職員が団体等において行う研修会等に派遣されたため、長期間にわたってその本務

から離れるに至った場合であって、道が当該研修会の必要性等を認めたときに限り、その本務

から離れるに至った月から３カ月までを人件費の全額を補助対象とする。ただし、当該補助対

象職員の派遣等が、当該補助事業に規定する研修（後記第５の１の（２）又は４に定めるもの、

又は知事が特に必要と認めたもの）である場合は本務に従事しているものとみなし、全ての人

件費を補助対象とする。

（３）起算月の取扱い

上記（１）及び（２）における長期欠勤の始まる月及び職務に復帰した月の取扱いについて
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は次のとおりとする。

ア 長期欠勤の始まった日が月の15日以前のときはその月、16日以降のときはその月の翌月と

する。

イ 職務に復帰した日が月の15日以前のときはその月、16日以降のときはその月の翌月とする。

（４）通算の取扱い

上記（１）から（２）に掲げる長期欠勤等の補助対象とする月数の計算については、２事業

年度以上にまたがる場合においても、通算する。

１１ 補助対象職員の変更又は新規に補助対象となった場合の取扱い

（１）補助対象職員が転退職する場合

補助対象職員が転退職（出向を含む。以下同じ。）した場合において、補助対象の起算月の取

扱いは、上記10の（３）のアに準じるものとする。

（２）新規に補助対象とする場合

新規に補助対象職員とする場合において、補助対象の起算月の取扱いは、上記10の（３）のイ

に準じるものとする。

（３）上記（１）及び（２）の場合

変更を生じた月において転退職者及び新規補助対象者がいる場合、それぞれの日数が合わせて1

6日以上になるときは、いずれか一方のものを補助対象とする。

第５ 事業費補助

補助金の額は補助金限度額以内とし、経費区分ごとの取扱いは次のとおりとする。

（指導事業費）

１ 旅費及び事務費

補助対象経費は、次の（１）から（８）に係る経費とする。

（１）指導旅費

補助対象職員又は記帳指導職員、記帳指導員が経営改善普及事業の実施に要する旅費とする。

（２）研修旅費

補助対象職員又は記帳指導職員、商工会等役職員が、連合会又は会議所連合会が実施する研

修会のほか、経営改善普及事業を実施する上で必要となる研修会の出席に要する旅費とし、研

修会出席予定者は、連合会又は会議所連合会が特に免除した場合を除き、必ず出席しなければ

ならない。

なお、研修の参加者は、必要に応じて商工会議所の職員であって、経営改善普及事業に従事

する者も出席することができるものとする。

（３）講習会等開催旅費

経営改善普及事業の実施に必要な講習会、講演会、研究会、研修会等の開催に要する次の旅

費とする。

ア 講師旅費

専門家を招へいして行う場合の講師旅費とし、講師旅費規程を定め、講師謝金と別に区別

し、かつ整理すること。

なお、講師の送迎タクシー代に使用しても差し支えないが、必ず領収書を備えておくこと。

イ 講習会開催旅費

遠隔地で開催する講習会等に職員が出席するのに要する旅費

（４）金融指導旅費

小規模事業者経営改善資金融資制度又は小規模企業者等設備貸与事業を中心とした金融指導

事業に要する旅費及び、金融審査委員会等への委員出席旅費とする。
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なお、委員出席旅費については、必ず当該商工会等の旅費規程等により出席回数分のみを支

給すること。

（５）広域連携旅費

商工会等の広域連携に伴う事業等の実施（準備に相当するものを含む。）に要する旅費とす

る。

（６）指導事務費

経営改善普及事業の実施に要する経費及び経営指導員が指導業務の実施に当たり経営改善普

及事業に関する特定の調査研究を行うため又は研修の受講に要する経費等とする。

なお、指導用車両の借上料及び燃料費を含めるものとするが、必要な賃貸借契約書及び稼働

キロ数等を記載した運転日誌を備え保存しておかなければならない。

（７）講習会等開催費

経営改善普及事業の実施に必要な講習会、講演会、研究会、研修会等の開催に要する講師謝

金、会場借上料、資料費等の経費とし、次の点及び運用方針に留意すること。

ア 講師謝金については、前記１の(3)のアの講師旅費とは別に区分し、かつ整理すること。

イ 会場等借上料については、講習会等の会場借上料及び器材の借上げ、冷暖房料費に使用で

きるものとし、自己の会議室を使用した場合は、その使用料に関する正規の規定があり、か

つ、使用料の支出と受取が相互に別会計となっているときは、補助対象とすることができる。

ウ 資料費については、講習会等に要するテキスト、パンフレット、開催通知書、チラシの印

刷代、新聞や有線放送等による広告料（新聞折込料等を含む。）、録音テープ、参考図書等

の購入代に使用できるものとする。

【 運 用 方 針 】

講習会等の開催は、経営指導員が自ら行う巡回・窓口指導と同様に経営改善普及事業の

中でも最も重要な集団指導事業であり、開催に当たっては事業の効果が上がるよう参加

者、講師、テーマ等の選定には十分注意する必要がある。

１ 講習会等の種類

(1) 講演会 (2) 講習会（講座） (3) 座談会・講談会

(4) 研究会、研修会（ゼミナール又はセミナー） (5) 報告会 (6) 説明会

２ 開催方法

(1) 重要性の認識

経営改善普及事業の中でも最も重要なものであることから、常に問題意識を持って

実施しなければならない。

また、実施のみで終わらず、そこでの問題点を次に活かしていくことも肝要であ

る。

(2) 講師の選定

テーマにふさわしい講師を選ぶことが第一条件であり、できれば地区内（広域連携

体制を構築している複数の商工会等地区内等も含む。）の商工業者の状況や商工会等

及び経営改善普及事業についての現状認識が十分であることが望ましい。

(3) 参加者の範囲

原則として実施機関の地区内（広域連携体制を構築している複数の商工会等地区内

等も含む。）の小規模事業者（後継者を含む。）とするが、業種、業態、地域分布を

踏まえ隣接地の小規模企業の参加は差し支えない。

(4) 開催準備

開催準備は計画的に実施するとともに、テーマ決定、講師の選定、会場の決定等に

ついて十分配慮すること。
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(5) 関係書類

開催決定に係る文書及び講師委嘱・承諾書、案内文書、出席者名簿等を整備すると

ともに、開催ごとの実績報告書を作成すること。

（８）金融指導事務費

ア 小規模事業者経営改善資金融資制度又は小規模企業者等設備貸与事業を中心とした金融指

導事業に要する経費とする。

なお、金融審査委員会等への委員謝金は補助対象外とする。

イ 金融あっせんについては、金融あっせん台帳（受付年月日、業種、住所、氏名又は会社名、

申込金融機関名、申込金額、決定額、保証付きの有無を記録したもの）と月別集計表を整備

しておくこと。

【 運 用 方 針 】

１ 小規模事業者経営改善資金融資制度に基づく融資については、本制度が経営改善普及

事業の実効性を確保するためのものとして設けられている趣旨にかんがみ、積極的にそ

の広報活動を行うとともに、巡回指導の強化を図り、小規模事業者が本融資制度による

資金の活用を十分に図りうるよう配慮するものとする。

２ 小規模企業者等設備貸与事業は、小規模事業者の創業及び経営基盤の強化に必要な設

備の導入を促進することにより、小規模事業者の経営の改善発達を図るためのものとし

て設けられている趣旨にかんがみ、積極的にその広報活動を行い、小規模事業者が本事

業の活用を十分に図りうるよう配慮するものとする。

２ 福利環境整備費

商工会等が支払う補助対象職員のための退職年金積立金、退職金積立金並びに福利厚生施設購

入費（賃借料を含む。）及び福利厚生関係運動用具購入費について補助対象とする。

なお、第４の９の福利厚生費（健康保険料、介護保険料、厚生年金保険料、雇用保険料、労働

災害補償保険料、子ども・子育て拠出金及び子ども・子育て支援金）については、この項の補助

対象としない。

３ 記帳指導員等謝金

記帳継続指導における記帳指導員等の謝金は、次のとおり使用するものとする。

（１）記帳継続指導を実施する商工会等において支給する手当又は謝金であって、次の職員等に使

用することができる。

ア 記帳指導職員（手当）

常時雇用契約を結び記帳指導業務を担当する職員

イ 記帳指導員（謝金）

記帳指導に当たらせるため臨時に委嘱した者

（２）記帳指導員に対する謝金の補助については次のとおりとする。

ア 記帳指導員の謝金に係る補助単価は１人１日5,250円を限度とする。

イ 謝金の支払い補助額は、年間の指導日数に１日当たりの補助単価を乗じて得た額とする。

（３）補助対象の記帳継続指導の記帳指導単位数は、記帳指導職員は３単位分、記帳指導員は２単

位分を限度とする。

（資質向上対策事業）
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４ 研修事業費

（１）大学校研修等参加費

経営指導員等は、独立行政法人中小企業基盤整備機構（以下「機構」という。）が行う研修

等の出席旅費等の交付を受けた場合、必ずその研修に出席しなければならない。出席しなかっ

た場合には、当該出席旅費等相当額を返還するものとする。

（２）専門的研修参加費

機構以外の研修機関等が行う研修で、内容が経営指導員等の業務に必要な資格の取得、知識

の付与及び資質の向上に資する内容であり、機構が行う研修に同内容のものが無く、知事が特

に認めるものについて、受講に要する経費を補助対象とする。

（３）商工会議所応用研修会等開催費

商工会議所応用研修会等の開催費の運用については、次の運用方針によるものとする。

【 運 用 方 針 】

本事業は、商工会議所の実施する経営改善普及事業等に従事する経営指導員等の資質の

向上を図るため、独立行政法人中小企業基盤整備機構中小企業大学校旭川校（以下「旭川

校」という。）が行う研修及び道が経営指導員等の資質の向上が図れると認めるその他の

研修機関等が行う研修へ補助対象職員を派遣する商工会議所に対し、会議所連合会が助成

するものである。

１ 商工会議所応用研修会

商工会議所の経営指導員を対象として、業務に必要な知識を付与し、その資質の向上

を図ることを目的とする。

研修内容は、経営改善普及事業の実施に必要な実務、専門的知識の習得等を中心とす

るほか、国及び道等の行う施策、制度についても考慮することとする。

なお、本研修会の参加者は、原則として経営指導員とするが、必要に応じて商工会議

所の職員であって、経営改善普及事業に従事する者が参加しても差し支えないものとす

る。

２ 商工会議所基礎研修会

商工会議所の補助員を対象として、経営指導員の補佐役として必要な知識を付与し、

その資質の向上を図ることを目的とする。

研修内容は、経営改善普及事業の基本問題、窓口相談指導の手法の基礎、経理事務、

業務に関する事務処理等を中心とするほか、国及び道等の行う施策、制度についても考

慮することとする。

３ 研修会参加者

上記研修会の参加者は、原則として応用研修会については経営指導員、基礎研修につ

いては補助員とするが、必要に応じて商工会議所の職員であって、経営改善普及事業に

従事する者が参加しても差し支えないものとする。

（経営指導推進費）

５ 経営・技術強化支援事業費（エキスパート・バンク）

商工会等に対する経営・技術強化支援事業費の補助は、次の運用方針に掲げる事業を実施する

もののうち、会議所連合会又は地域内に一定の産業集積を有する商工会等（地域内の商工業者が

原則として2,000事業者以上）に対し、補助金算定基準の額の範囲内で交付するものとする。
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【 運 用 方 針 】

本事業は、小規模事業者又は創業を予定する者(以下「小規模事業者等」という。)の要

請に応じて、その必要とする専門的知識を有する者（以下「専門家」という。）を派遣

し、具体的、実践的な事項について指導を行うことにより、厳しい経済環境を乗り切る小

規模企業の人材の確保、育成に資することを目的とするものであり、その実施に当たって

は次の点に留意すること。

１ 指導対象は、会議所連合会にあっては道内の商工会議所地区内、一定の産業集積を有

する商工会等にあっては当該地区内小規模事業者等とする。

２ 派遣する専門家の選定条件は、次のとおりとする。

(1) 各種の技能等に関する実務に10年以上の経験を有する者

(2) 技能等に関する公的資格を有し、かつ、実務に５年以上の経験を有する者

(3) 技能等に関する指導、教育機関に所属し、５年以上の経験を有する者

(4) 上記(1)から(3)の者と同等以上の技能等及び経験を有すると認められる者

３ 事業内容は概ね次のとおりとする。

(1) 専門家の派遣及び制度の普及

実施機関は、小規模事業者等のニーズにあった専門家を派遣するとともに、各種広

報誌、新聞等への掲載、ポスター等により本制度の普及に努めること。

(2) 専門家は、小規模事業者等の相談に基づき、具体的、実践的な指導を行うものとす

るが、事前に企業概要、相談内容等を十分理解し、指導に臨むこと。

(3) 指導は、１企業等について１テーマ１回とし、指導する年間延べ日数は、概ね１０

人日以内とする。

なお、複数回派遣を要する指導を行う際には、２回目以降に係る経費の３分の１を

事業者に負担させることとする。

４ 守秘義務

実施機関は、専門家に対し、指導上知り得た小規模事業者等の企業秘密を厳守するよ

う指導するものとする。

５ 実施機関等の協力

本事業の円滑な推進を図るため、実施機関及び経営指導員等は専門家が指導上必要と

する情報の収集等について十分な協力体制をとるものとする。

６ 指導結果の報告

専門家は、指導終了後速やかに指導結果を取りまとめ、実施機関に報告するものと

し、また、実施機関は、今後の指導の参考とするため、指導を行った専門家を中心に、

指導の報告、指導上の問題点等につき年１回以上意見交換を行うものとする。

（大都市対策特別普及振興事業費）

６ 商工会議所支部等活動推進費

札幌商工会議所地区における経営改善普及事業の浸透を図るために行う専門家による相談指導

に要する経費、及び知事が別に定める商工会議所支部の借館料を補助対象とし、次のとおり取り

扱うものとする。

（１）専門相談事業

専門相談に係る講師旅費、講師謝金、会場借上料は、前記１の（３）のア、（７）のア、イ

と同様とする。
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（２）支部借館料

次の要件に適合する指導施設に対し補助する。

ア 同一の区又はこれに準ずるものの地域内に当該年度の４月１日現在、他に補助対象たる指

導施設が存在しないこと。

イ 地区内の小規模事業者の相談、指導を行うために必要な経営指導員が常駐すること。

ウ 借館に係る施設は、事務室、相談室等を有し、地区内小規模事業者に対する指導に必要な

機能を備えたものであり、当該賃貸契約に基づき専用する部分の面積が40平方メートル（札

幌商工会議所にあっては80平方メートル）以上であること。

エ 補助金額は、補助対象施設に要する借館料（敷金、権利金等を除き共益費を含む。）であ

って、支部１カ所当たりの月額借館料又は交付基準単価のいずれか低い額に、その借館月数

を乗じた額とする。

なお、２以上の補助対象支部を有する商工会議所にあっては、補助基準単価により算出さ

れた合計額の範囲内であれば支部ごとに増減することは差し支えない。

７ 特別普及振興事業費

経営改善普及事業の一層の啓発普及を図るために次の事業を行う札幌商工会議所に対して、補

助金算定基準の額の範囲内で補助するものとする。

なお、実施に当たっては次の運用方針に基づき行うものとする。

（１）ラジオ及びテレビＣＭの制作及び放送並びに新聞、雑誌等への広告

（２）ポスター、ＰＲチラシ及びステッカーの作成、掲示及び配布、巡回指導キャンペーン及び該

当経営相談の実施、特別講演会の開催等経営改善普及事業の啓蒙普及を図るための事業

【 運 用 方 針 】

大都市における経営改善普及事業が未だ小規模事業者に十分浸透しているといえない状

況を踏まえ、一層の啓発普及を図ることを目的として実施するものであり、事業の実施に

ついては、以下の点に留意するものとする。

１ 実施機関は、本事業を計画的かつ効率的に実施するため、実施日程、実施内容等の細

目について地域の実情等を十分考慮して実施計画を定めて、その計画に沿って実施する

ものとする。

２ 事業の内容は、おおむね次のとおりとする。

(1) 経営改善普及事業の啓発、普及

次の方法等により、経営改善普及事業の浸透を図る。

ア ラジオテレビ

スポット放送を１カ月程度小規模事業者が比較的聴く時間帯に放送する。

イ 新聞、雑誌等

広告を新聞、雑誌等に掲載する。

ウ ポスター、チラシ等

ポスター、チラシ等を作成し、目につきやすいところに掲示する。

(2) 経営相談、指導

経営改善普及事業の浸透を図るため巡回指導キャンペーン、街頭経営相談等を実施

する。

(3) 講演会等

経営改善普及事業の浸透を図るため、当該事業に関する特別講演会等を実施する。

８ 小規模事業施策普及費

小規模事業者に対する経営改善普及事業の普及、啓発を図るためのポスター及びパンフレット
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（新聞掲載、掲示板、看板、ステッカー、チラシ、リーフレットを含む。以下「ポスター等」と

いう。）、商工会等ニュース及びホームページの作成（ＳＮＳの運用を含む。）（その内容が小

規模事業者に対する施策普及を主たる内容とするものに限る。以下「商工会等ニュース等」とい

う。）に要する経費に対する補助は、次のとおりとする。

なお、実施に当たっては次の運用方針に基づき行うものとする。

（１）補助対象の商工会等は、次に適合するものでなければならない。

ア 経営指導員を設置している商工会等であること。

イ ポスター等の作成、配布及び掲示、商工会等ニュース等の作成についての具体的実施計画

は、実施方針に即したものであると認められること。

（２）補助金の交付は、補助基準額の範囲内において上記（１）の商工会等の地区内の小規模事業

者数に応じて行う。

（３）補助金は、ポスター等の印刷製本費等のほか、配布又は掲示に要する費用のうち、新聞折込

料、掲示料金、その他これに準ずる経費（以下「配布経費」という。）に使用することができ

る。

また、配布又は掲示については、補助対象職員、振興委員のほか商工会等の役職員、会員を

積極的に活用すること。

【 運 用 方 針 】

１ 各種制度の普及

小規模企業者の経営の安定及び合理化に資するため、小規模企業共済制度、中小企業

倒産防止共済制度、中小企業退職金共済制度、小規模企業者等設備貸与事業、創業・経

営革新支援、中小企業高度化資金融資制度及び中小企業労働対策等各種の中小企業施策

の普及浸透を図るものとし、制度普及講習会等の開催により小規模企業者の利用を高め

るものとする。

２ 小規模事業施策普及

経営改善普及事業の普及啓蒙に当たっては、次の点に留意すること。

(1) ポスター及びパンフレットの作成に当たっては、小規模事業者の関心を有する問

題、時宜に適したテーマを選定するよう努めること。

(2) ポスター等の掲示は、商店、銀行、ガソリンスタンド等の店頭、公共施設内の告示

板等小規模事業者の相当数が見やすい場所を選定して行うこと。

(3) パンフレット等（国等配布の中小企業施策パンフレットを含む。）の配布について

は、地区内の小規模事業者に広く配布するものとし、郵送だけでなく経営指導員等に

よる戸別配布など積極的に行うこと。

(4) ホームページに掲載又はＳＮＳで発信する情報は、主として地区内を対象とした小

規模事業施策情報とする。ただし、知事が認めた場合はこの限りではない。

（商工会等指導環境推進費）

９ 商工会等指導環境推進費（事務局長設置費）

地区内の経営改善普及事業の一層の円滑かつ効率的な推進を図るため、常勤職員の事務局長又

は中小企業相談所長（以下「事務局長等」という。）を設置して指導環境整備に努めている商工

会等であって、次の（１）又は（２）（商工会議所においては（３）を含む。）の項目に該当し、

当該地区における小規模事業者の実情、当該商工会等の財政状況、経営改善普及事業の実施状況

等を勘案し、知事が特に必要と認めるものに対し補助する。

また、商工会同士の合併に伴い、合併後の商工会において、合併前の商工会において事務局長
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であった者について事務局長、事務局次長又は支所長（以下「支所長等」という。）として引き

続き設置する場合であって、知事が特に必要と認める者に補助する。

なお、この場合における補助対象期間は、当該支所長等が満65歳となる年度の末まで、又は支

所長等の設置後10年目となる年度の末までの期間のいずれか短い期間とする。

（１）次に掲げる要件の全てを満たす商工会等

ア 経営改善普及事業に経営指導員が専念し得るに十分な専務体制及び機構等の研修事業を積

極的に受講する体制が確立していること。

イ 原則として、第７の１で定める設置定数に基づいた経営指導員の設置をしていること。

ウ 常時雇用する職員数（補助対象となる事務局長等を除く。）が原則として３人以上である

こと。

エ 地区内の小規模事業者数が301人以上であること。

オ 令和７年12月31日現在の組織率が65パーセント以上であること。ただし、小規模事業者が8

50人以上の者にあっては、組織率50パーセント以上であること。

カ 令和８年３月31日現在の会員１人当たりの年間一般会費が11,000円以上であって、当該商

工会等の財政状況の一層の改善につき具体的計画を有するものであること。

（２）上記（１）で規定する商工会等以外であって、上記（１）の要件のうちアからウを満たし、

エからカの一つ以上を満たし、かつ、次の要件を満たすものであって、知事が上記（１）に規

定する商工会等と同等以上に積極的に経営改善普及事業の推進に努力していると認めるもの。

ア 地区内小規模事業者が300人以下のものについては、原則として会員数が101人以上である

こと。

イ 地区内小規模事業者が301人以上850人未満で組織率65パーセント未満のものについては、

組織率が少なくとも60パーセント以上であること。

ウ 会員１人当たりの年間一般会費が11,000円未満の場合は、年度内に11,000円以上に引き上

げるものであること。

（３）商工会議所については、以上のほか次の要件を満たすこと。

ア 地区内人口が10万人以下であること。

イ 補助対象職員等（補助対象の事務局長等及び記帳指導員を含む。）以外の一般職員を原則

として５人以上設置していること。

（４）事務局長等の長期欠勤等に伴う補助金の取扱いについては、前記第４の10に準ずるものとす

る。

（５）上記（１）～（２）の要件を満たさなくなった年度から３年間については補助対象とし、次

表に掲げる率を乗じて得た額を補助額とする。（適用は１回限り）

なお、本適用を受けようとするときは、別記第16号様式（会員数・組織率改善計画書及び取

組実績報告書）を知事に提出しなければならない。

補助金の逓減率

１年目 ２年目 ３年目

0.9 0.7 0.5

（若手後継者等育成事業費）

１０ 青年部・女性部活動推進費

（１）会議所連合会が商工会議所に設立されている青年部又は女性部の活動の推進を図るために行

う青年部・女性部活動推進費の補助は、知事が特に認めたものに対し、補助基準額の範囲内で

交付するものとする。

（２）本事業において講習会等を開催する場合の運用については、前記１の（７）（講習会等開催

費）と同様とするものとし、特に会場等借上料及び受講者滞在費については、次のとおりとす



る。

なお、１日単位で開催しても差し支えないものとする。

ア 会場等借上料

会場等借上料の運用方法は、おおむね前記１の（７）のイと同様とするが、講習会にあっ

ては、移動講習会を実施する場合の会場として使用するバス等の車両の借上料に使用するこ

ともできるものとする。

イ 受講者滞在費は本講習会の主催者である会議所連合会の指定した宿泊所における受講者の

宿泊費に充てることとするが、滞在費の支給にあっては、会議所連合会が定める経費支出基

準に基づき滞在費を支給する。また、個々の受講者に対し、例えば滞在手当として現金を支

給することは認めない。

（３）本事業を実施する会議所連合会は、次の運用方針に基づき行うものとする。

【 運 用 方 針 】

商工会議所に設立されている青年部又は女性部の活動を推進するため、次に示す広域事

業について一つ以上実施するものとする。

１ 部員の資質向上を図るための、各種研修会、講習会及び研究会を行う事業

２ 小規模企業の振興、発展を図るための調査研究、地場産業育成等の事業

（商工会等振興調査事業費）

１１ 商工会等振興調査事業費

（１）商工会等に対する商工会等振興調査事業費の補助は、知事が特に必要と認めたものに対し、

知事が別に定める額を交付するものとする。

（２）本事業を実施する商工会等は、次の運用方針に基づき行うものとする。

【 運 用 方 針 】

地域の小規模事業者の経営の改善発達を支援することを目的とするものであり、事業の

実施に当たっては以下の点に留意するものとする。

１ 事業の種類

(1) 商工会等の合併や広域連携体制の整備を含む地域の振興ビジョンの策定

(2) 特産品等の地域資源に関する調査・研究等

２ 事業内容、実施日程等について実施計画を定め、計画的かつ効率的な実施を図ること

とする。

３ 必要に応じ、学識経験者等によって構成される委員会等を設置し、円滑な事業の実施

を図ることとする。

４ 事業の成果目標をあらかじめ策定し、実施後に自己評価を行うこととする。

（むらおこし事業等地域活性化事業費）

１２ むらおこし事業等地域活性化事業費

（１）商工会等（広域連携体制を構築している複数の商工会等が共同で行うものを含む。）、連合

会及び会議所連合会に対するむらおこし事業等地域活性化事業費の補助は、知事が特に必要と

認めたものに対し、知事が別に定める額を交付するものとする。

（２）本事業を実施する商工会等、連合会及び会議所連合会は、次の運用方針に基づき行うものと

する。
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【 運 用 方 針 】

地域経済の活性化を図る観点から、小規模事業者の経営基盤の安定・強化を図るととも

に、地域中小企業者の活性化の促進に資することを目的とするものであり、事業の実施に

当たっては以下の点に留意するものとする。

１ 事業の種類

(1) 特産品等の開発・普及

(2) 創業・経営革新等への取組みに向けた具体的課題解決を図るための講習会・研修会

等による人材育成等

(3) 商工会等が自ら提案する、地域の活性化に大きく貢献する事業

(4) 小規模事業者支援促進法に基づく経営発達支援計画等の実施を図るための事業

２ 事業内容、実施日程等について実施計画を定め、計画的かつ効率的な実施を図ること

とする。

３ 必要に応じ、学識経験者等によって構成される委員会等を設置し、円滑な事業の実施

を図ることとする。

４ 事業の成果目標をあらかじめ策定し、実施後に自己評価を行うこととする。

（広域連携等対策事業費）

１３ 広域連携等対策事業費

（１）商工会等に対する広域連携等対策事業費の補助は、知事が特に必要と認めたものに対し、知

事が別に定める額を交付するものとする。

（２）本事業を実施する商工会等は、次の運用方針に基づき行うものとする。

【 運 用 方 針 】

本事業は、合併環境整備のための法の改正を踏まえ、商工会等の合併及び広域連携に伴

う改修費及び増改築費、備品費、移転費用、広報費、コンピュータシステム改修費等に要

する経費を補助する。

（経営安定特別相談事業費）

１４ 経営安定特別相談事業費

（１）商工会議所に対する経営安定特別相談事業費の補助は、知事が特に必要と認めたものに対し、

知事が別に定める額を交付するものとする。

（２）本事業を実施する商工会議所は、次の運用方針に基づき行うものとする。

【 運 用 方 針 】

倒産のおそれのある中小企業から事前の相談の申込を受け、経営的に見込みのあるもの

については、関係機関の協力を得て再建の方途を講じ、又は見込みのないものは円滑な整

理を図ることにより、中小企業の倒産に伴う社会的混乱の未然防止を目的とするものであ

り、その実施に当たっては、次の点に留意すること。

１ 実施機関等
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実施機関は商工会議所とし、実施機関においては「倒産防止特別相談室（名称は、地

域の実情に応じ「経営安定特別相談室」と称しても差し支えない。）」を設置して、事

前相談に応じる体制を整備するものとする。

２ 相談事業の対象

本事業の対象は、原則として管内所在の中小企業者とするが、他地域の中小企業者か

らの相談があった場合についても、相談に応じて差し支えない。

３ 本事業の実施対象は、原則として人口10万人以上及び事業所数5,000以上の都市の商

工会議所（ただし、知事が特に必要と認める場合は、この限りではない。）であって、

企業倒産が過去３年にわたって比較的多発している地区で事業の実施が適当と認められ

るもの。

４ 事業を実施する商工会議所会頭が委嘱する商工調停士を中心に、弁護士又は公認会計

士等により次の事業を実施する。

(1) 手形不渡等倒産の恐れのある中小企業者からの相談を受けて行う下記の事業

ア 当該中小企業者の財務内容等の把握

イ 当面決裁すべき手形の処理方法

ウ 再建可能か否かの検討及び再建方策の検討

エ 債権者、銀行等への協力依頼

オ その他（受注斡旋、事業転換等）

(2) 倒産関係法令（内整理、和議、会社整理、会社更生等）に関する相談・指導

(3) 倒産情報（月別倒産件数、企業名、関連企業、要因等）の入手

(4) 倒産防止事業の啓発・普及のための懇談会の開催（地域内中小企業（法人にあって

は役員、個人企業にあっては事業主）を主たる対象として、必要に応じ学識経験者、

専門家等を講師として招へいし、開催する。）

(5) 大型倒産の発生等に伴い、倒産の恐れのある中小企業を対象とした緊急対策会の開

催

(6) 経済環境変化のため、特に問題を抱える業種のしにせ企業（業歴10年以上の企業）

を対象とした懇談会の開催

(7) 行政庁等関係機関との連絡・調整のための会議の開催

(8) 中小企業倒産防止共済制度、中小企業信用保険法に基づく倒産関連特例措置、緊急

経営安定対応貸付制度（中小企業倒産対策資金）の啓発・推進等その他中小企業の倒

産防止に必要な事業

５ 倒産防止特別相談室の構成

(1) 倒産防止特別相談室の構成は商工会議所の実情に応じ弾力的に行うものとするが、

概ね次のような構成とする。

ア 商工調停士 イ 弁護士 ウ 公認会計士、税理士、中小企業診断士

(2) 商工調停士の委嘱等

ア 委嘱手続

事業を実施する商工会議所会頭は、知事と協議のうえ、別に定める「商工調停士

選定要領」により商工調停士の委嘱を行うものとする。

イ 商工調停士の職務

商工調停士は上記４に掲げる事業の実施を総括する。

なお、倒産処理に係る法律手続相談については、商工調停士は委嘱弁護士にこれ

を担当させ、その判断に基づいて対応するものとする。

（事業継続力強化支援計画等実施指導費）

１５ 事業継続力強化支援計画等実施指導費
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（１）事業継続力強化支援計画等実施指導費は、次に掲げる要件を満たす商工会等の経営指導員に

対し、法定経営指導員手当として補助する。

ア 商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律に定める経営発達支援計画

及び事業継続力強化支援計画の両方の認定を受けた商工会等であること。

イ 補助対象とする経営指導員は、経営発達支援計画又は事業継続力強化支援計画のいずれか

に記載された者（法定経営指導員）であること。

（２）各商工会等に配分する月額補助金は、知事が別途定めるものとする。補助対象者の長期欠勤

等に伴う月額補助金の取扱いについては、前記第４の10（長期欠勤等の人件費の取扱い）に準

ずるものとする。

第６ 一市町村に併存する商工会、商工会議所の取扱い

１ 市町村の合併に伴い、一の市町村内に複数の商工会又は複数の商工会議所が併存する場合にお

ける第４及び第５に定める補助に係る補助金の額については、それぞれ一の商工会又は一の商工

会議所とみなして算定した額（以下「みなし補助額」という。）を、当該市町村内の商工会等に

按分し算出するものとする。ただし、市町村の合併日が平成18年４月１日以前の場合は同日、合

併日が平成18年４月２日以後の場合は翌年度の４月１日（合併日が４月１日の場合は同日）（以

下「合併基準日」という。）から２年間（以下「合併検討期間」という。）については、商工会

等ごとに補助金の額を算出するものとする。

２ 合併検討期間終了後５年間については、商工会等ごとに算定した補助金の額の合計額とみなし

補助額の差額に次表に掲げる率を乗じて得た額を、みなし補助額に加算した額をみなし補助額と

し、１の規定を適用する。

補助金の逓減率

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

0.9 0.7 0.5 0.3 0.1

３ 合併検討期間内に市町村内に併存する商工会等間で合併を行い、当該市町村内に一の商工会等

となった場合の補助金の額については、当該合併前の商工会等がそれぞれ存続しているものとみ

なし、次により算出した額とする。

（１）合併基準日から10年を経過するまでの期間（以下「特例期間」という。）は、１のただし書

の規定の例により算出する額

（２）特例期間終了後５年間は、２の規定の例により算出する額

４ 合併検討期間内に市町村内に併存する商工会等間で広域連携を行い、引き続き合併等の検討を

行う商工会等については、広域連携を行っている間、合併検討期間をさらに３年間まで延長でき

ることとし、当該延長した合併検討期間の補助金の額は、１のただし書の規定の例により算出す

るものとする。

５ ４に規定する延長した合併検討期間内に広域連携を行う商工会等間で合併し市町村内に一の商

工会等となった場合の補助金の額については、３の規定の例により算出するものとする。

６ ４に規定する延長した合併検討期間内に広域連携を行う商工会等が合併を行わない場合は、当

該延長した合併検討期間終了後５年間について、２の規定の例により補助金の額を算出するもの

とする。
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第７ 補助対象職員の設置基準

補助対象職員に対する補助は、次の要件を満たすものについて行うものとする。

１ 経営指導員

（１）商工会等は、その地区内の小規模事業者数（２以上の市町村を地区とする商工会等が経営指

導員を設置する場合にあっては、当該市町村の独立性等を考慮して市町村ごとの小規模事業者

数）に応じて、第１表の経営指導員設置基準に定める定数の範囲内で経営指導員を設置するこ

とができる。ただし、商工会等が合併により統合された場合、又は地区内小規模事業者の減少

があった場合において、商工会等の経営指導員数が上記の設置基準による設置定数を超過する

ものについては、その超過数について経営指導員の退職（商工会間又は商工会等と連合会間の

人事交流及び他の補助対象職員間又は一般職員との人事異動（商工会等が合併により統合され

た場合または、令和７年度から開始の商工会・商工会議所のあり方検討期間にあっては、検討

期間内に行うものを除く。）を含む。）があるまで設置することができる。

（２）小規模事業者数の算出方法は、経済センサス基礎調査、総務省統計局の使用承認を受けて地

方集計した集計表（以下「事業所統計」という。）によるものとする。

ア 採用する事業所統計

（ア）平成26年経済センサス基礎調査 第８表（産業（小分類）、従業員規模（８区分）、経

営組織（５区分）別全事業所数、男女別従業者数及び常用雇用者数－都道府県、市町村）

（イ）道が総務省統計局の使用承認を受け、２つ以上の商工会等が併存する市町について、上

記（ア）に準じて町丁大字単位で地方集計した集計表

イ 採用する項目等

（ア）採用する業種

産業（大分類）のＳ（公務）を除く全ての業種とする。ただし、Ｇ（情報通信業）、Ｌ

（学術研究、専門・技術サービス業）、Ｏ（教育、学習支援業）、Ｐ（医療、福祉）、Ｑ

（複合サービス事業）Ｒ（サービス業（他に分類されないもの））については、別表第２

に掲げる小分類に該当する業種を除外する。

（イ）従業者規模

上記（ア）の業種について採用すべき従業者規模は、次のとおりとする。

業 種 従業者規模

Ｇ（情報通信業）のうち １～５人

382(民間放送業(有線放送を除く))、383(有線放送業)、

39(情報サービス)、

411(映像情報制作・配給業)、412(音声情報制作業)、

415(広告制作業)、

416(映像等情報制作に附帯するサービス業)、

Ｉ（卸売業、小売業）、

Ｋ（不動産業、物品賃貸業）のうち

693（駐車場業）、70（物品賃貸業）、

Ｌ（学術研究、専門・技術サービス業）、

Ｍ（宿泊業、飲食サービス業）（１～20人に区分されるものを除

く。）、

Ｎ（生活関連サービス業、娯楽業）（１～20人に区分されるもの

を除く。）、

Ｏ（教育、学習支援業）、Ｐ（医療、福祉）、

Ｑ（複合サービス事業）、Ｒ（サービス業）

Ａ（農業、林業）、Ｂ（漁業）、 １～20人

Ｃ（鉱業、採石業、砂利採取業）、Ｄ（建設業）、
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Ｅ(製造業）、Ｆ（電気・ガス・熱供給・水道業）、

Ｇ（情報通信業）（１～５人に区分されるものを除く。）、

Ｈ（運輸業、郵便業）、Ｊ（金融業、保険業）、

Ｋ（不動産業、物品賃貸業）（１～５人に区分されるものを除

く。）、

Ｍ（宿泊業、飲食サービス業）のうち

75（宿泊業）、

Ｎ（生活関連サービス業、娯楽業）のうち

791(旅行業)、80（娯楽業）

２ 補助員

商工会等は、前記１の（１）の経営指導員設置基準に基づく設置実数に応じて第２表の補助員

設置基準に定める定数の範囲内で補助員を設置することができる。

また、前記１の（１）のただし書については、この項において準用する。

３ 記帳専任職員

（１）記帳指導単位

商工会等の記帳指導単位数は次により算定するものとする。

記帳指導単位数＝小規模事業者数÷55（少数点以下の端数は切上げ）

（２）記帳専任職員の設置条件

次の基準を満たす商工会等は、記帳専任職員を設置することができる。ただし、記帳専任職

員の設置数は１名以内とする。

また、前記１の（１）のただし書については、この項において準用する。

ア 記帳継続指導を積極的に行っている又は行われていると認められる商工会等であること。

イ 記帳指導単位数が３単位以上であること。

第１表 経営指導員設置基準

小規模事業者数 経営指導員の設置定数

～ 300人以下 １

301 ～ 1,000人 ２

（小規模事業者数）－1,000
1,001 ～ 30,000 2＋

人 1,000

（小規模事業者数）－30,000
30,001 ～ 40,000 31＋

人 1,050

（小規模事業者数）－40,000
40,00 ～ 60,000 41＋

1 人
1,150

（小規模事業者数）－60,000
60,001人以上 59＋

1,250

※ 小数点以下の端数は切り上げ
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第２表 補助員設置基準

経営指導員の設置実数 補助員の設置定数

０
（合同設置に係る商工会又は北海道商工会 １
連合会と共同して経営改善普及事業を実
施している商工会の場合に限る。）

１ ～ ２ １

３ ～ ８ ２

９ ～ 14 ３

15 ～ 20 ４

21 ～ 26 ５

27 ～ 32 ６

33 ～ 38 ７

39 ～ 44 ８

（経営指導員設置実数）－２
45以上 １＋

６

※ 小数点以下の端数は切り上げ

第８ 補助対象職員の資格等

補助対象職員については、小規模事業者の期待に応えつつ経営改善普及事業の効果を確保するた

め、その採用に当たっては多方面にわたり募集するなど優秀な人材の確保や、研修の実施、不適格

者の排除等により資質の向上に努め、その指導能力の向上を図る必要がある。このため、補助対象

職員の要件は次のとおりとする。

１ 年齢及び補助対象期間

（１）補助対象職員を新たに任用する場合は、年齢が満62歳未満であって、かつ、過去の経歴等か

らみて適当と認められる者でなければならない。ただし、満65歳未満の適任者を採用する場合

であって知事が指導体制強化のため、やむを得ないものと認めたときはこの限りではない。

（２）補助対象期間は、当該補助対象職員が満65歳となる年度の末までとする。ただし、令和６年

４月１日から令和13年３月31日までの間は、次の表に定めるそれぞれの期間の区分に応じた年

齢の年度の末までとする。

期間 年齢

令和６年４月１日から令和７年３月31日 満61歳

令和７年４月１日から令和９年３月31日 満62歳

令和９年４月１日から令和11年３月31日 満63歳

令和11年４月１日から令和13年３月31日 満64歳

（３）上記（２）のただし書きに関わらず、66歳未満の者であって小規模事業者に対する経営指導

体制の維持改善のため当該補助対象職員を引き続き補助対象とすることにやむを得ない事情が

あり、かつ、十分な指導能力があると判断される場合又はそれに準ずるその他の場合であって

知事が認めるときは、この限りではない。

（４）次のいずれかに該当し補助対象とする場合は、あらかじめ別記第１号様式（経営指導員等の

年齢制限適用除外申請書）を提出し、その承認を受けなければならない。

ア （１）のただし書きを適用する場合

20



イ （２）のただし書きの年齢を超えて補助対象とする者

２ 資格及び任用の条件

（１）経営指導員

ア 資格

次のいずれかに該当する者でなければならない。

（ア）経営指導員研修生としての研修課程を終了した者

（イ）学校教育法（昭和22年法律第26号）による大学（短期大学を除く。）を卒業した者又は

専修学校の専門課程の修了者に対する専門士及び高度専門士の称号の付与に関する規程

（平成６年６月21日文部省告示第84号）第３条に規定する専修学校専門課程の課程で文部

科学大臣が認めるものを修了し、高度専門士の称号を得た者であって、最近５年のうち２

年以上商工鉱業の指導又は経営実務に従事した経験を有する者

（ウ）学校教育法による短期大学若しくは高等専門学校を卒業した者又は専修学校の専門課程

の修了者に対する専門士及び高度専門士の称号の付与に関する規程（平成６年６月21日文

部省告示第84号）第２条に規定する専修学校専門課程の課程で文部科学大臣が認めるもの

を修了し、専門士の称号を得た者であって、最近５年のうち３年以上商工鉱業の指導又は

経営実務に従事した経験を有する者

（エ）最近７年のうち５年以上商工鉱業の指導又は経営実務に従事した経験を有する者

（オ）公認会計士法（昭和23年法律第103号）の規定による公認会計士、会計士補又は計理士法

（昭和２年法律第31号）の規定による計理士の資格を有する者

（カ）税理士法（昭和26年法律第237号）の規定による税理士の資格を有する者

（キ）中小企業診断士の登録を受けている者

（ク）知事が上記アからキまでに規定する者と同等以上の指導能力を有すると認めた者

なお、あらかじめ別記第２号様式による「経営指導員の資格認定申請書」を提出し、認

定を受けなければならない。

イ 資格判定に関する留意事項

上記アの資格に係る「指導実務」及び「経営実務」について、おおむね次のとおり取り扱

う。

（ア）指導実務に従事した経験を有する者とは、商工鉱業の指導的な業務に従事していたと認

められる者で、次に掲げる者をいう。

① 商工鉱業行政及び税務、労働等の部門の公務員であった者

② 商工鉱業指導団体（例えば、中小企業団体中央会、商工会、商工会議所、法人会、青

色申告会等）の常勤役職員であった者

③ 商工鉱業関係組合（例えば、事業協同組合、商工組合等）の常勤役職員であった者

④ 公認会計士又は税理士の補助者であった者

⑤ 親企業の役職員であって、下請関係の業務を受け持っていた者

⑥ 高等学校と同等以上の学校で、経営、簿記等を担当する教師であった者

（イ）経営実務に従事した経験を有する者とは、次に掲げる者をいう。

① 企業の経営者、常勤の役員であった者

② 企業の総務、企画、経理、営業等の部門を専門的に担当していた者であって、相当の

責任ある地位にあった者

（ウ）指導又は経営実務に従事した経験年数について、機構の行う基礎研修を受講した者にあ

っては、経験年数を２年有するものとみなし、経験年数に加算するものとする。

ウ 経営指導員の任用の条件

新たに採用した経営指導員については、その資質の向上を図る観点から、機構が行う基礎

研修又は同等以上の研修を受講させるものとする。ただし、経営指導員研修生から経営指導

員に採用された者、公認会計士、税理士、中小企業診断士及び公認会計士補の有資格者は免
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除することができる。

また、上記の基礎研修等を終了した経営指導員については、更なる資質向上を図るため、

基礎研修終了後の機構等が行う専門研修等を受講させるよう努めること。

（２）補助員

経営指導員等不在時において軽度の指導が行えるよう原則として新制高校卒業程度以上の学

力を有する者のうちから、軽度の指導等の能力（簿記能力３級程度）があること等に重点をお

いて選定しなければならない。

（３）記帳専任職員

記帳継続指導に従事する者であって、次のいずれかに該当する者でなければならない。

ア 日本商工会議所と各地商工会議所との共催による簿記検定試験制度の３級以上の合格者

イ 全国商工会連合会と都道府県商工会連合会との共催による簿記検定試験制度の３級以上の

合格者

ウ 全国商業高等学校協会主催による簿記実務検定制度の３級以上の合格者

エ 知事が上記と同等以上と認める簿記検定試験制度（公益社団法人全国経理教育協会等が主

催するもの）の３級以上の合格者

第９ 事務局長等の資格等

事務局長については、商工会等の組織の中にあって、事務処理体制を確立するため、その採用に

当たっては多方面にわたり募集するなど経験及び識見が豊富な人材の確保や、研修の実施、不適格

者の排除等により資質の向上に努め、その指導能力の向上を図る必要がある。このため、事務局長

の要件は次のとおりとする。

１ 年齢及び補助対象期間

（１）事務局長を新たに任用する場合は、年齢が満63歳未満であって、かつ、過去の経歴等からみ

て適当と認められる者でなければならない。ただし、経営指導員であった者を引き続き事務局

長等に任用する場合又は満65歳未満の者を任用する場合であって、ほかに適任者を得ることが

著しく困難であると知事が認めるときは、この限りではない。

（２）補助対象期間は、当該事務局長等が満65歳となる年度の末までとする。ただし、知事が特に

認めたときは１年に限り補助対象期間を延長することができる。

なお、商工会等の事務局体制の維持改善のため引き続き設置することにやむを得ない事情が

あり、かつ、当該事務局長等に十分能力があると知事が認めたときは、この限りではない。

（３）上記（１）及び（２）のただし書きの適用を受けようとするときは、あらかじめ別記第１号

様式（事務局長等の年齢制限適用除外申請書）を提出し、その承認を受けなければならない。

２ 専従義務

以下の専従義務に違反した者は、補助対象外とする。

（１）商工会等の役員又は地方議員を兼ねてはならない。

（２）商工会等の業務に専従するものとする。

（３）政治的に中立であること。

３ 資格

次の各号のいずれかに該当する者でなければならない。

（１）経営指導員（経営指導員と同様の職にあった者を含む。）として、10年以上の経験を有する

者

（２）商工業の指導又は経営実務に10年以上従事した経験を有する者

（３）知事が上記（１）及び（２）に規定する者と同等以上の管理能力を有すると認めた者

なお、あらかじめ別記第２号様式（事務局長等の資格認定申請書）を提出し、認定を受けな
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ければならない。

４ 資格に関する留意事項

上記３の資格に係る「指導実務」及び「経営実務」について、おおむね次のとおり取り扱う。

（１）指導実務に従事した経験を有する者とは、次に掲げる者であって商工業の指導的な業務に従

事していたと認められる者をいう。

ア 商工鉱業行政及び税務、労働等の部門の公務員であった者

イ 商工鉱業の指導団体の常勤役職員（職員にあっては相当の責任ある地位にあったものに限

る。）であった者

ウ 商工鉱業関係組合（例えば、事業協同組合、商工組合等）の常勤役員であった者

エ 公認会計士又はその補助者であった者

オ 高等学校と同等以上の学校で、経営、簿記等を担当する教師であった者

（２）経営実務に従事した経験を有する者とは、次に掲げる者をいう。

ア 企業の経営者、常勤の役員であった者

イ 企業の総務、企画、経理、営業等の部門を専門的に担当していた者であって、相当の責任

のある地位にあった者

（３）上記３の（３）に該当の適用を受けようとする者は次に掲げる者であって、その資格判定に

ついて商工会連合会会長又は商工会議所連合会会頭の推薦を受けなければならない。

ア 経営指導員として６年以上の経験を有する者

イ 経営指導員及び補助員として通算10年以上の経験を有する者

ウ 商工鉱業の指導又は経営実務に６年以上従事した経験を有する者

エ 国及び地方公共団体又はこれに準ずる機関の職員として10年以上経験を有し、かつ３年以

上管理職の立場にあった者

第１０ 補助対象職員等の変更・長期欠勤等の取扱い

１ 補助対象職員等の変更

補助対象職員等（事務局長を含む。以下同じ。）を変更（退職又は任命（新設を含む。）。以下

同じ。）しようとするときは、あらかじめ、別記第３号様式の「補助対象職員等の変更承認申

請書」を原則変更予定日の２週間前までに知事に提出し、その承認を受けなければならない。

２ 補助対象職員等の長期欠勤等

（１）補助対象職員等が引き続き１月を超えて欠勤し、又は本務を離れるに至った場合（前記１の

（１）の規定による変更承認を受けようとする場合を除く。）には、速やかに別記第５号様式

により知事に報告しなければならない。

（２）前記（１）により報告した当該補助対象職員が出勤を開始した場合、速やかに別記第５号様

式により知事に報告しなければならない。

第１１ 補助金の交付の申請

１ 補助金の交付の申請をしようとする者は、別記第17号様式（補助金等交付申請書）に別表第３

による関係書類を添付して知事に提出しなければならない。

２ 補助金等交付申請書の提出は、次により行うものとする。

（１）提出期限 令和８年５月18日

（２）提 出 先 北海道経済部地域経済局中小企業課

３ 補助金の交付の申請をしようとする者は、交付申請時に当該補助金に係る消費税等仕入控除税

額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108
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号)に規定する仕入に係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税（昭和25年法

律第226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た額をいう。

以下同じ 。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを減額して申請しなければなら

ない。ただし、交付申請時において、当該補助金等に係る消費税等仕入控除税額が明らかでない

場合については、この限りでない。

第１２ 補助金の交付の決定等

知事は、補助金の交付の申請があったときはその内容を審査し、補助金を交付すべきものと認め

たときは、速やかに交付の決定を行い、別記第18号様式により、申請者に交付の決定の内容及び交

付の条件を通知するものとする。

第１３ 申請の取下げ

１ 補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、交付決定の内容又はこれ

に付された条件に対して不服があるときは、交付の決定の通知を受けた日から10日以内に、別記

第19号様式（補助金等交付申請取下書）を知事に提出し、申請の取下げをすることができる。

２ １の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定はなかった

ものとみなす。

第１４ 事情変更による交付の決定の取消し

１ 知事は、補助金の交付の決定をした場合において、その後の事情の変更により特別の必

要が生じたときは、補助金の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又はその決定の

内容若しくはこれに付した条件を変更することができる。ただし、補助事業のうち既に経

過した期間に係る部分については、この限りでない。

２ 知事が１の規定により補助金の交付の決定を取り消すことができる場合は、次に掲げる

場合に限るものとする。

（１）天災地変その他補助金の交付の決定後生じた事情の変更により補助事業の全部又は一

部を継続する必要がなくなった場合

（２）補助事業者が補助事業を遂行するため必要な土地その他の手段を使用することができ

ないこと、補助事業に要する経費のうち補助金によってまかなわれる部分以外の部分を

負担することができないことその他の理由により補助事業を遂行することができない場

合（補助事業者の責めに帰すべき事情による場合を除く。）

第１５ 補助事業の遂行

補助事業者は、法令の定め並びに補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件その他

法令に基づく知事の処分に従い、善良な管理者の注意をもって補助事業を行わなければなら

ず、補助金の他の用途への使用をしてはならない。

第１６ 補助事業の内容又は経費の配分の変更

補助事業者は、補助事業の内容又は経費の配分の変更をしようとするときは、あらかじめ別記第2

0号様式（補助事業等変更承認申請書）に別表第３による関係書類を添付して知事に提出してその承

認を受けなければならない。ただし、次のいずれかに該当するときはこの限りでない。

１ 補助対象経費の合計額の増減が20パーセント以内の場合

２ 別表第１に示す経費区分ごとの補助対象経費の増減が20パーセント以内の場合
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第１７ 補助金の流用

補助金の交付決定後、補助金の流用が可能な経費区分については次のとおりとし、他の経費区分

相互間との流用は20パーセント以内とする。

１ 補助事業区分「資質向上対策事業費（能力強化研修分を除く。）」、「経営指導推進費」、

「大都市対策特別普及振興事業費」、「小規模事業施策普及費」、「若手後継者等育成事業費」、

「商工会等振興調査事業費」、「むらおこし事業等地域活性化事業費」、「広域連携等対策事業

費」の各経費区分間の流用

第１８ 補助金の概算払

１ 補助事業者は、概算払の申請をしようとするときには、別記第21号様式（補助金等概算払申請

書）に別表第３による関係書類を添付して知事に提出しなければならない。

２ 概算払にあっては、補助事業者等から提出される最新の資金収支計画に基づき、補助事業等の

遂行に必要な資金を、必要の都度、概算払することができるものとする。ただし、事務費、人件

費等に対する補助金等の場合における資金収支計画書は、四半期ごとに提出させることとして差

し支えない。

３ 前号の規定による資金収支計画を確認した結果、資金不足が生じないと認められるときは、概

算払をしないものとする。この場合において、補助事業者等に対して概算払をしない理由を付し

て補助金等概算払申請書を提出した者に通知するものとする。

第１９ 状況報告及び実績報告

１ 補助事業者は、９月30日現在における補助事業の遂行状況について、別記第６号様式（補助事

業遂行状況報告書）を10月15日までに、知事に提出しなければならない。

２ 補助事業者は、補助事業が完了したとき（廃止の承認を受けたときを含む。）は、補助事業の

完了の日から30日以内又は翌年度の４月10日のいずれか早い日までに、別記第22号様式（補助事

業等実績報告書）に別表第３による関係書類を添付して知事に提出しなければならない。

３ 補助事業者は、補助事業等実績報告書を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税等仕入

控除税額があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを補助金額から減額して報告しなけ

ればならない。

４ 補助事業者は、補助事業等実績報告書を提出した後に消費税及び地方消費税の確定申告により

この補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、別記第７号様式によりその金額

（実績報告において、２により減額した場合にあっては、その金額が減じた額を上回る部分

の金額）を速やかに知事に報告するとともに、当該金額を返還しなければならない。

また、この補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにならない場合又はない場合であって

も、その状況等について、当該補助金の額の確定の日の翌年６月30日までに知事に報告するとと

もに、補助金に係る消費税等仕入控除税額の確定後は速やかに知事に報告し、当該金額を返還し

なければならない。

第２０ 補助金の額の確定

知事は、補助事業等実績報告書の提出を受けたときは、当該報告に係る補助事業の実施結果が交

付決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかを審査し、適合すると認めたときは、

交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知するものとする。
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第２１ 交付の決定の取消し

１ 知事は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合には、補助金の交付の決定の全部又

は一部を取り消し、当該取消しに係る部分に関し、既に交付された補助金があるときは、その返

還を命ずるものとする。

（１）補助金を他の用途に使用したとき、又は正当な理由がないのに補助金を使用しないとき。

（２）虚偽の申請又は虚偽の実績報告により補助金を過大に請求し、又は受領したとき。

（３）補助事業に関して不正に他の補助金等（道以外の者が補助事業者に対して交付する補助金そ

の他の助成を含む。）を重複して受領したとき。

（４）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産を、あらかじめ知事の承認を受けないで、

この補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、取り壊し、又は担保に

供したとき。

（５）（１）から（４）までに掲げる場合のほか、補助事業に関して、補助金の交付の決定の内容

若しくはこれに付した条件その他法令若しくはこれに基づく知事の処分に違反したとき、又は

不正な行為をしたとき。

２ １の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後においても適用があ

るものとする。

第２２ 経営改善普及事業の共同実施

２以上の商工会等が経営改善普及事業の一部を共同して実施する場合、その効率的な運営と充実

を図ることが必要であり、また、経営指導員の専門的な能力の活用及び経営指導員の相互啓発によ

る資質の向上等をも配慮し実施するものとする。

なお、手続は次のとおりとする。

１ 次の事項を内容とする協定書を作成すること。

（１）共同実施する商工会等の名称

（２）共同実施の目的及び事業の内容

（３）共同実施の期間

（４）共同実施計画書

（５）経費の分担方法及びその割合

（６）管理の総括責任者

２ 共同事業が完了したときは、いずれか一つの商工会等が上記１の協定書を添付して知事に報告

すること。

第２３ 財産の管理及び処分

１ 補助事業者は、補助事業により取得し又は効用の増加した財産（不動産及びその従物並びに１

件の取得価格又は効用の増加価格が３０万円以上の機械及び器具（以下「取得財産等」とい

う。）については、補助事業の完了後においても別記第８号様式（取得財産等管理台帳）を整え、

その保管状況を明らかにし、善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。

２ 補助事業者が取得財産等を、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第

15号）で定める耐用年数（当該耐用年数が10年を超える場合は10年）を経過することになる

までの期間に交付の目的に反して使用し、取り壊し、他の者に貸し付け、若しくは譲り渡し、他

の物件と交換し、又は債務の担保に供しようとするときは、別記第９号様式（取得財産等の処分

承認申請書）を提出して、知事の承認を受けなければならない。この場合において、取得財産等

を処分することにより収入があるときは、その収入の全部又は一部を納付させることがある。た

だし、規則第５条第２項の規定による条件に基づき交付された補助金の全部に相当する額を納付
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した場合は、この限りでない。

第２４ 取得財産等の取得又は効用の増加の承認

補助事業者は、財産を取得し、又は効用の増加が見込まれる財産があるときは、別記第10号様式

（取得財産等の取得又は効用の増加に係る承認申請書）を提出し、知事の承認を受けなければなら

ない。この場合において、知事が承認するときは、当該取得財産等の耐用年数を併せて指定するも

のとする。ただしあらかじめ取得財産等の名称を指定して補助したものについてはこの限りではな

い。

第２５ 取得財産等の耐用年数

補助金により取得した取得財産等の耐用年数は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和4

0年３月31日大蔵省令第15号）に基づくものとし、主なものは次のとおりとする。

１ 取得財産等

（１）カメラ、ビデオ、複写機、ファクシミリ ５年

（２）電子計算機（パソコン） ４年

（３）ファイリングキャビネット（金属製のもの） 15年

第２６ 補助金関係書類の整備

補助金に係る経理についての収支の事実を明確にした証拠書類を整備し、かつこれらの書類を補

助事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存しなければならない。ただし、処分を制

限された取得財産等がある場合で当該制限された期間が帳簿及び書類を保存すべき期間を超え

るときは、当該財産の処分を制限された期間保存しなければならない。

なお、次の諸点に留意すること。

１ 補助金の経理

商工会においては、連合会で定める商工会運営指針に準拠して処理し、商工会議所においては、

他の会計と切り離し、連合会においては、商工会運営指針（全国商工会連合会編）に準拠して処

理し、会議所連合会においては、他の事業と明確に区分して処理すること。

２ 証拠書類とは主に次のものをいう。

（１）辞令簿又は辞令書（補助事業に関連する一般職員等も含む）

（２）出勤簿、超過勤務命令簿、外勤簿、出張命令簿（補助事業に関連する一般職員等も含む）

（３）給与台帳等（給与所得税源泉徴収簿、社会保険料納付等関係帳簿等）

（４）現金出納簿（同一日の収支でも発生順に記録する）

（５）固定資産台帳（補助金で購入した備品、取得財産等について）

（６）仕訳伝票（月別に綴じる、仕訳帳の代用も可）

（７）証票類（請求書、領収書、納品書、借用書等）

（８）運転日誌（指導用車両等について）

第２７ 非常災害時の措置

商工会等の区域が非常災害等により被害を受け補助事業の遂行が困難となった場合には、その被

害状況を報告するとともに、その場合においては知事が必要な指示をすることができる。

27
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別表第１

小規模事業指導推進費補助金 補助対象経費、補助金算定基準表

補助事業 経費区分 経費区分 補 助 対 象 経 費 補 助 金 算 定 基 準

の 区 分 の 明 細

(1) 補助 補助対象 俸給及び 経営指導員、補助員又は記帳専任職員の俸給及び扶 次の(1)、(2)の合計額

対象職員 職員の設 扶養手当 養手当で、次の(1)、(2)により算出される経費の合計

の設置費 置費 (1) 俸給 (1) 俸給

「補助対象職員の俸給月額」×設置月数 「各職種の補助金単価」×設置数×設置月数

（商工会の経営指導員、補助員については傾斜配分）

〔補助金単価〕

・経営指導員

①年度当初において60歳未満の者、又は第8の1の(2)

に規定する年齢を満たす定年退職前の者

302,900円

②年度当初において60歳以上の者

（※①に該当しない者） 269,500円

・補助員

①年度当初において60歳未満の者、又は第8の1の(2)

に規定する年齢を満たす定年退職前の者

239,800円

②年度当初において60歳以上の者

（※①に該当しない者） 200,300円

・記帳専任職員

①年度当初において60歳未満の者、又は第8の1の(2)

に規定する年齢を満たす定年退職前の者

213,100円

②年度当初において60歳以上の者

（※①に該当しない者） 200,300円

(2) 扶養手当 (2) 扶養手当

「次の①から②の合計額」×対象月数 左記の補助対象経費の合計額を限度に知事が定め

① 次のアに該当する扶養親族について、１人につき る額（傾斜配分）

13,000円、イからオまでに該当する扶養親族につ

いて、１人につき 6,500円

ア 満22歳未満の子（満22歳の年度末まで）

イ 満22歳未満の孫（満22歳の年度末まで）

ウ 満60歳以上の父母及び祖父母

エ 満22歳未満の弟妹（満22歳の年度末まで）

オ 重度心身障害者

② 満16歳の年度始から満22歳の年度末までの子１人

につき 5,000円加算

※ 認定基準日：各月の１日

調整手当 経営指導員、補助員の調整手当（ただし、札幌地区 「各職種の補助金単価」×設置数×設置月数

に限る。）で、次により算出される経費の合計 〔補助金単価〕

俸給月額×4/100×設置月数 ・経営指導員
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①年度当初において60歳未満の者、又は第8の1の(2)

に規定する年齢を満たす定年退職前の者

12,110円

②年度当初において60歳以上の者

（※①に該当しない者） 10,780円

・補助員

①年度当初において60歳未満の者、又は第8の1の(2)

に規定する年齢を満たす定年退職前の者

9,590円

②年度当初において60歳以上の者

（※①に該当しない者） 8,010円

通勤手当 経営指導員、補助員又は記帳専任職員の通勤手当 「各職種の補助金単価」×0.6（円未満切捨て）×通勤

で、次の①から③により算出される経費の合計 手当の支給を受けている補助対象職員×設置月数（傾斜

① 交通機関等を利用 配分）

次のア又はイの運賃等相当額×対象月数 〔補助金単価〕

ア 「定期券使用が経済的な場合その最長通用期間 ・経営指導員 2,800円

（６カ月を限度）の定期券の価額」÷当該定期券 ・補助員 2,800円

通用月数（円未満切上げ） ・記帳専任職員 2,800円

イ 回数乗車券等使用が経済的な場合には１カ月に

係る運賃等相当額。

ただし、１カ月の運賃等相当額の上限は150,000円

② 自動車等の使用

「次のアからスの金額」×対象月数

ア 2㎞以上5㎞未満 2,000円

イ 5㎞以上10㎞未満 4,600円

ウ 10㎞以上15㎞未満 7,300円

エ 15㎞以上20㎞未満 10,400円

オ 20㎞以上25㎞未満 13,500円

カ 25㎞以上30㎞未満 16,600円

キ 30㎞以上35㎞未満 19,700円

ク 35㎞以上40㎞未満 22,800円

ケ 40㎞以上45㎞未満 25,900円

コ 45㎞以上50㎞未満 29,100円

サ 50㎞以上55㎞未満 32,300円

シ 55㎞以上60㎞未満 35,500円

ス 60㎞以上65km未満 38,700円

セ 65㎞以上70km未満 42,200円

ソ 70㎞以上75km未満 45,700円

タ 75㎞以上80km未満 49,200円

チ 80㎞以上85km未満 52,700円

ツ 85㎞以上90km未満 56,200円

テ 90㎞以上95km未満 59,600円

ト 95㎞以上100km未満 63,000円

ナ 100㎞以上 66,400円

③ 上記①及び②を併用
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①及び②により算出される合計額

ただし、１カ月の支給総額の上限は150,000円

④ 上記②又は③に該当する者で、自動車等の駐車のた

めの施設を利用し、その料金を負担することを常例

とする者の通勤手当の額は、当該支給単位期間につ

き、5,000円を超えない範囲内で１カ月当たりの駐車

場等の料金に相当する額

なお、１カ月当たりの駐車場等の料金に相当する額

が5,000円を超える場合にあっては、5,000円

ただし、②、③及び④により算出される合計額の１

カ月の支給総額の上限は150,000円

※ 認定基準日：各月の１日

特地勤務 離島地区商工会の支給規定等において支給対象とな 「補助金単価」×設置数×設置月数

手当 る、人事交流により他地区商工会から離島地区商工会 〔補助金単価〕

へ異動した経営指導員の特地勤務手当で、次により算 ・経営指導員

出される経費の合計 ①年度当初において60歳未満の者、又は第8の1の(2)

俸給月額×8/100×設置月数 に規定する年齢を満たす定年退職前の者

24,230円

②年度当初において60歳以上の者

（※①に該当しない者） 21,560円

期末手当 経営指導員、補助員又は記帳専任職員の期末手当 「各職種の補助金単価」×支給月数×設置数（商工会の

(一般分) で、次により算出される経費の合計 経営指導員、補助員については傾斜配分。

（俸給＋扶養手当＋調整手当）×支給月数 〔補助金単価〕

※ 調整手当は対象地区のみ ・経営指導員

①年度当初において60歳未満の者、又は第8の1の(2)

に規定する年齢を満たす定年退職前の者

314,190円

〔支給月数〕 ②年度当初において60歳以上の者

ア 年度当初において60歳未満の者、又は第８の１ （※①に該当しない者） 269,500円

の（２）に規定する年齢を満たす定年退職前の者 〃（札幌地区）

6月支給 12月支給 計 ①年度当初において60歳未満の者、又は第8の1の(2)

(前年度)～12月2日 2.325 2.325 4.65 に規定する年齢を満たす定年退職前の者

12月3日～1月2日 2.019375 2.325 4.344375 326,300円

1月3日～3月2日 1.6075 2.325 3.9325 ②年度当初において60歳以上の者

3月3日～6月1日 0.80375 2.325 3.12875 （※①に該当しない者） 280,280円

6月2日 - 2.325 2.325 ・補助員

6月3日～7月2日 - 2.019375 2.019375 ①年度当初において60歳未満の者、又は第8の1の(2)

7月3日～9月2日 - 1.6075 1.6075 に規定する年齢を満たす定年退職前の者

9月3日～12月1日 - 0.80375 0.80375 242,050円

12月2日～ - - 0 ②年度当初において60歳以上の者

イ 年度当初において60歳以上の者（アに該当しな （※①に該当しない者） 200,300円

い者） 〃（札幌地区）

6月支給 12月支給 計 ①年度当初において60歳未満の者、又は第8の1の(2)

(前年度)～12月2日 1.225 1.225 2.45 に規定する年齢を満たす定年退職前の者

12月3日～1月2日 1.056875 1.225 2.281875 251,640円

1月3日～3月2日 0.8375 1.225 2.0625 ②年度当初において60歳以上の者
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3月3日～6月1日 0.41875 1.225 1.64375 （※①に該当しない者） 208,310円

6月2日 - 1.225 1.225 ・記帳専任職員

6月3日～7月2日 - 1.056875 1.056875 ①年度当初において60歳未満の者、又は第8の1の(2)

7月3日～9月2日 - 0.8375 0.8375 に規定する年齢を満たす定年退職前の者

9月3日～12月1日 - 0.41875 0.41875 215,350円

12月2日～ - - 0 ②年度当初において60歳以上の者

（※①に該当しない者） 200,300円

期末手当 経営指導員の期末手当で、次により算出される経費 「各職種の補助金単価」×支給月数×設置数（商工会に

(職務加 の合計（ただし、経営指導員で期末手当に一定の割合 ついては傾斜配分）

算額) を加算する旨の規定を有する商工会等に限る。） 〔補助金単価〕

（俸給＋調整手当）×0.05×支給月数 ・経営指導員

※ 調整手当は対象地区のみ ①年度当初において60歳未満の者、又は第8の1の(2)

に規定する年齢を満たす定年退職前の者

15,140円

②年度当初において60歳以上の者

（※①に該当しない者） 13,470円

〃（札幌地区）

①年度当初において60歳未満の者、又は第8の1の(2)

に規定する年齢を満たす定年退職前の者

15,750円

②年度当初において60歳以上の者

（※①に該当しない者） 14,010円

寒冷地手 経営指導員、補助員又は記帳専任職員の寒冷地手当 「各職種の補助金単価」×設置数×対象月数

当 で、各商工会等で、基準日に在籍している者に対して 〔補助金単価〕

各商工会等で支給する経費の合計 １級地

※ 基準日：毎年11月から翌年３月までの各月の初日 ・経営指導員 19,902円

・補助員 15,644円

・記帳専任職員 14,652円

２級地

・経営指導員 14,676円

・補助員 11,528円

・記帳専任職員 10,794円

３級地

・経営指導員 10,432円

・補助員 8,208円

・記帳専任職員 7,690円

※級地区分は北海道職員の寒冷地手当の級地区分に準じ

る。

住居手当 経営指導員、補助員又は記帳専任職員の住居手当 「各職種の補助金単価」×0.6（円未満切捨て）×「住

で、次の①及び②により算出される経費の合計 居手当の支給を受けている補助対象職員」×設置月数

① 支払家賃が月額2万4,000円以下の場合 （傾斜配分）

「家賃」－13,000円（100円未満切捨て） 〔補助金単価〕

② 支払家賃が月額2万4,000円を超えている場合 ・経営指導員 1,910円

11,000円＋（家賃－24,000円）×1/2（100円未満 ・補助員 1,910円

切捨て） ・記帳専任職員 1,910円

※ 認定基準日：各月の１日

超過勤務 経営指導員、補助員又は記帳専任職員の超過勤務手 「各職種の補助金単価」×0.6（円未満切捨て）×設置
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手当 当で、各商工会等で支給する経費の合計 数×設置月数

〔補助金単価〕

・経営指導員 2,100円

・補助員 1,300円

・記帳専任職員 1,300円

福利厚生 経営指導員、補助員又は記帳専任職員に係る健康保 「各職種の補助金単価」×0.6（円未満切捨て）×設置

費 険料、介護保険料、厚生年金保険料、雇用保険料、労 数×設置月数（商工会の経営指導員、補助員については

災保険料、子ども・子育て拠出金及び子ども・子育て 傾斜配分）

支援金の事業主負担分で、各商工会等で負担する経費 〔補助金単価〕

の合計 ・経営指導員 35,040円

・補助員 26,790円

・記帳専任職員 23,700円

(2) 指導 旅費及び 旅費 次の(1)から(6)に要する旅費 次の額を限度に知事が別途定める額

事業費 事務費 (1) 経営改善普及事業の実施に要する補助対象職員等 次の(1)から(4)の額の合計額

の指導旅費及び研修旅費 (1) 22,900円×経営指導員の設置数

(2) 連合会が行う役職員・事務局長・補助員・記帳専 ただし、離島地区の場合は次の額を加算

任職員等の研修旅費 46,200円×離島地区経営指導員の設置数

(3) 会議所連合会が行う補助員等の研修旅費 (2) 5,000円×知事が別途定める人数（商工会に限

(4) 金融指導事業に要する旅費（委員等旅費を含 る。）

む。） (3) 5,000円×補助員の設置数（商工会議所に限る。）

(5) 経営改善普及事業の実施に必要な講習会、講演会 (4) 知事が別途定める額（知事が別に定める商工会等

等に要する旅費 に限る。）

(6) 商工会等の広域連携に伴う事業等の実施（準備に

相当するものを含む。）に要する旅費

事務費 次の(1)から(3)に要する経費 次の額を限度に知事が別途定める額

(1) 経営改善普及事業の実施に要する経費 93,177円×経営指導員の設置数

(2) 金融指導事業に要する経費 ただし、離島地区の場合は次の額を加算

(3) 経営改善普及事業の実施に必要な講習会、講演 4,117円×離島地区経営指導員の設置数

会、個別指導等の開催及び記帳継続指導（記帳機械

化等)に要する経費

会議費、備品費、雑役務費、謝金、印刷製本費、通信

運搬費、回線使用料、消耗品費、燃料費、道路通行

料、修繕費、保守料、指導用車両に係る法定保険料及

び車検料、参考資料の購入費、研修会受講料、資料

費、借損料（経営改善普及事業の実施に必要な情報シ

ステム等の利用に要する経費及び移動講習会の場合の

車両を含む。）

福利環境 補助対象職員にかかわる福利環境整備事業費の事業 「各職種の補助金単価」×0.6（円未満切捨て）×設置

整備費 主支払分 数

〔補助金単価〕

・経営指導員

①年度当初において60歳未満の者、又は第8の1の(2)

に規定する年齢を満たす定年退職前の者

302,900円

②年度当初において60歳以上の者

（※①に該当しない者） 269,500円
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・補助員

①年度当初において60歳未満の者、又は第8の1の(2)

に規定する年齢を満たす定年退職前の者

239,800円

②年度当初において60歳以上の者

（※①に該当しない者） 200,300円

・記帳専任職員

①年度当初において60歳未満の者、又は第8の1の(2)

に規定する年齢を満たす定年退職前の者

213,100円

②年度当初において60歳以上の者

（※①に該当しない者） 200,300円

記帳指導 記帳指導員の謝金及び記帳指導職員の指導手当 397,350円×記帳指導単位数

員等謝金 （記帳指導単位数は、第７の３（１）に規定する単位

数とする。ただし、記帳専任職員を設置する場合につい

ては３単位を控除するものとする。なお、記帳指導員の

謝金にかかる補助単価は、１人１日5,250円を限度とす

る。）

(3) 資質 研修事業 大学校研 道の指定する機構研修等への出席に要する補助対象 「各コースの補助金単価」×研修受講者数

向上対策 費 修等参加 職員の旅費及び受講料 〔補助金単価〕

事業費 費 （基礎研修）税務・財務診断 109,740円

（基礎研修）経営診断基礎 100,740円

（上級研修） 118,460円

（専門研修） 64,110円

（診断士養成課程） 1,100,000円

専門的研 経営改善普及事業に資する内容であると認められる 次の額を限度に知事が別途定める額

修参加費 専門的研修への出席に要する補助対象職員の旅費及び 受講者1名１研修 100,000円

受講料

商工会議 会議所連合会が、機構の行う研修及び道が経営指導 1,190,000円（会議所連合会に限る。）

所応用研 員等の資質の向上が図れると認めるその他の研修機関

修会等開 が行う研修へ補助対象職員を派遣する商工会議所に対

催費 し、旅費・受講料の一部を助成する経費

(4) 経営 経営・技 商工会等及び会議所連合会が実施する経営・技術強 1,000,000円（知事が必要と認める商工会等及び会議所

指導推進 術強化支 化支援事業に要する経費であって、謝金、旅費、原稿 連合会に限る。）

費 援事業費 料、印刷製本費、広報費、会議費、借損料、試験・検

査分析費、消耗品費及び通信運搬費

(5) 大都 商工会議 専門相談 札幌商工会議所が経営改善普及事業の一環として実 2,937,000円（札幌商工会議所に限る。）

市対策特 所支部等 指導費 施する専門指導に要する講師謝金、講師旅費及び借損

別普及振 活動推進 料

興事業費 費 支部借館 商工会議所がその支部又は支所を設置するのに必要 「次の①又は②の額」

料 な借館料 ① 札幌商工会議所

186,481円×知事が別に定める支部（支所）数×

月数

② 知事が別に定める商工会議所

60,409円×知事が別に定める支部（支所）数×
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月数

特別普及 商工会議所が大都市における経営改善普及事業の一 次の額を限度に知事が別途定める額

振興事業 層の啓発普及を図るために行う特別普及事業に要する 1,317,600円（札幌商工会議所に限る。）

費 経費であって、ラジオ及びテレビＣＭ製作費、放送費

及び新聞雑誌等への広告費並びに謝金、ステッカー作

成費、借損料、会議費、資料費、印刷製本費、雑役務

費、消耗品費及び通信運搬費

(6) 小規 小規模事 経営改善普及事業の一環として実施する小規模業者 33円×地区内の小規模事業者数

模事業施 業施策普 に対する啓発及び広報用パンフレット、ポスター等の

策普及費 及費 作成に要する印刷製本費等、新聞折込料、掲示料金等

及びホームページ作成費（施策情報の掲載、更新に係

る経費、ＳＮＳの運用に係る経費）

(7) 商工 商工会等 経営改善普及事業の推進のため指導環境整備に必要 「年齢に応じた補助金単価」×事務局長等設置月数（知

会等指導 指導環境 な人件費（事務局長及び商工会同士の合併に伴う事務 事が必要と認めた商工会等に限る。）

環境推進 推進費 局次長又は支所長の設置に係るものに限る。） 〔補助金単価〕

費 ① 年度当初において60歳未満の者 303,330円

② 年度当初において60歳以上の者 433,333円

(8) 若手 青年部・ 会議所連合会が行う商工会議所に設置されている青 知事が別途定める額（会議所連合会に限る。）

後継者等 女性部活 年部、女性部の活動推進のための講習会、研修会、ブ

育成事業 動推進費 ロック別交流会等及び地域振興事業等の活動推進に要

費 する謝金、旅費（研修会等に参加するための受講者交

通費及び日本商工会議所が行う青年部又は女性部指導

者の研修会に参加するための受講者旅費等を含

む。）、借損料（移動講習会の場合及び研修会等に参

加するための車両借上費を含む。）、雑役務費、会場

費、資料費、印刷製本費、備品費、消耗品費、通信運

搬費、調査等委託費

(9) 商工 商工会等 商工会等が行う商工会等振興調査事業費に要する経 知事が別途定める額（知事が別に定める商工会等に限

会等振興 振興調査 費であって、謝金、旅費、会議費、雑役務費、借損 る。）

調査事業 事業費 料、印刷製本費、資料費、通信運搬費、報告書作成

費 費、原稿料、委託費、消耗品費、備品費

(10)むら むらおこ むらおこ 商工会等及び連合会が行うむらおこし事業等地域活 知事が別途定める額（知事が別に定める商工会等及び連

おこし事 し事業等 し事業費 性化事業に要する経費であって、謝金、旅費、会議 合会に限る。）

業等地域 地域活性 費、資料費、印刷製本費、パンフレット作成費、広報

活性化事 化事業費 費、借損料、雑役務費、備品費、消耗品費、通信運搬

業費 費、試供品等製作費、会場設営費、報告書作成費、原

稿料、委託費

広域販路 会議所連合会が行うむらおこし事業等地域活性化事 知事が別途定める額（会議所連合会に限る。）

拡大事業 業に要する経費であって、謝金、旅費、会議費、資料

費 費、印刷製本費、パンフレット作成費、広報費、借損

料、雑役務費、備品費、消耗品費、通信運搬費、試供

品等製作費、会場設営費、報告書作成費、原稿料、委

託費（会議所連合会が取りまとめ役となり、複数の商

工会議所地区の特産品等を広く普及する事業に限

る。）

(11)広域 広域連携 商工会等が行う広域連携等対策事業に要する経費で 知事が別途定める額（知事が別に定める商工会等に限

連携等対 等対策事 あって、謝金、旅費、会議費、雑役務費、借損料、印 る。）
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策事業費 業費 刷製本費、資料費、通信運搬費、委託費、消耗品費、

備品費、会館改装費、備品等運搬費、ネットワーク構

築費、増改築費及び合併案内費

(12)経営 経営安定 特別相談 商工会議所が実施する倒産防止相談事業に要する経 知事が別途定める額（知事が別に定める商工会等に限

安定特別 特別相談 事業費 費であって、謝金、旅費、印刷製本費、通信運搬費、 る。）

相談事業 事業費 消耗品費、資料購入費、借損料、パーソナルコンピュ

費 ーター賃借料、会議費、雑役務費、備品費（相談中小

企業者の秘密の保持に必要な書庫・書架であって、総

額10万円以内に限る。）燃料費、保守料及び委託費

講習会等 商工会議所が実施する緊急対策事業、しにせ倒産対 知事が別途定める額（知事が別に定める商工会等に限

出席及び 策事業に要する経費であって、謝金、旅費、資材購入 る。）

緊急対策 費、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、借損料、会

等事業費 議費、雑役務費及び委託費並びに全国商工会連合会又

は日本商工会議所が実施する講習会、事例研究会、商

工調停士への出席に要する経費

(13)事業 法定経営 経営発達支援計画及び事業継続力強化支援計画の実 知事が別途定める額（商工会及び商工会議所による小規

継続力強 指導員手 施管理に必要な法定経営指導員手当 模事業者の支援に関する法律に定める経営発達支援計画

化支援計 当 及び事業継続力強化支援計画の両方の認定を受けた商工

画等実施 会等に限る。）

指導費
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別表第２

経済センサス基礎調査の業種区分Ｇ情報通信業、Ｌ学術研究、専門・技術サ

ービス業、Ｏ教育・学習支援業、Ｐ医療・福祉、Ｑ複合サービス事業、Ｒサ

ービス業（他に分類されないもの）のうち除外すべき業種

大 分 類 中 分 類 小 分 類

Ｇ 情報通信業 38 放送業 381 公共放送業（有線放送業を除く）

Ｌ 学術研究、専門・ 71 学術研究機関 711 自然科学研究所

技術サービス業 712 人文・社会科学研究所

72 専門サービス業 722 公証人役場、司法書士事務所、

（他に分類されないもの） 土地家屋調査士事務所

Ｏ 教育、学習支援業 81 学校教育 811 幼稚園

812 小学校

813 中学校

814 高等学校、中等教育学校

815 特別支援学校

816 高等教育機関

817 専修学校、各種学校

82 その他の教育、 821 社会教育

学習支援業 822 職業・教育支援施設

829 他に分類されない教育、学習支援業

Ｐ 医療、福祉 83 医療業 831 病院

832 一般診療所

833 歯科診療所

834 助産・看護業

84 保健衛生 841 保健所

842 健康相談施設

849 その他の保健衛生

85 社会保険・社会福祉・ 851 社会保険事業団体

介護事業 852 福祉事務所

853 児童福祉事業

854 老人福祉・介護事業

855 障害者福祉事業

859 その他の社会保険・社会福祉・介護事業

Ｑ 複合サービス事業 87 協同組合 871 農林水産業協同組合

（他に分類されないもの） 872 事業協同組合

Ｒ サービス（他に分 93 政治・経済・文化団体 931 経済団体

類されないもの） 932 労働団体

933 学術・文化団体

934 政治団体

939 他に分類されない非営利的団体

94 宗教 941 神道系宗教

942 仏教系宗教

943 キリスト教系宗教

949 その他の宗教



37

別表第３

添 付 書 類 一 覧 表

１ 各種申請関係

添 付 書 類

要綱番号 申請書等名 様式番 卒業証 簿記検 部数

号 履歴書 明書等 定合格 その他

(写) 書(写)

第８の１ 経営指導員等（事務局 別記第 － － － 健康診断書(写)

第９の１ 長等）の年齢制限適用 １号様 １

除外申請書 式

第８の２ 経営指導員（事務局長 別記第 ○ ○ ○ 資格判定に必要

第９の３ 等）資格認定申請書 ２号様 事務局 有資格 な期間の前歴証明

式 長等は 者のみ 書又は前歴確認書

不要 （事務局長及び新 １

たに商工会等に採

用される経営指導

員）

第１０の１ 補助対象職員等の変更 別記第 ○ ○ ○ 資格判定に必要

承認申請書 ３号様 事務局 有資格 な期間の前歴証明

式 長等は 者のみ 書又は前歴確認書

不要 （事務局長及び新

たに商工会等に採 １

用される経営指導

員）

同一職種で商工会等職員人事交流

による場合は不要

資格認定申請と同時の場合は不要

第１０の２ 補助対象職員等長期欠 別記第 － － － 診断書等証明書

勤（出勤開始）届 ５号様 又は出勤簿（該当 １

式 期間分）の写し

第２３の２ 取得財産等の処分承認 別記第 － － － －

申請書 ９号様 １

式

第２４ 取得財産等の取得又は 別記第 － － － －

効用の増加に係る承認 10号様 １

申請書 式
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２ 補助金申請書関係

申請書等名
添 付 書 類

様式番号 名 称

補助金等交付申請書 別記第２３号様式 事業計画書

別記第２４号様式 補助事業計画書

別記第１１号様式 人件費調書(※)

別記第１２号様式 記帳継続指導謝金等調書(※)

別記第２５号様式 資金収支計画書

別記第２６号様式 事業予算書

別記第１４号様式 商工会等指導環境推進費に係る調書(※)

別記第１６号様式 会員数・組織率改善計画書及び取組実績報告書(※)

－ 参加する専門的研修の内容が分かる書類(※)

－ 商工会等振興調査事業及びむらおこし事業等地域活

性化事業の目的、内容などの概要を記した書類(※)

(1) 認定を受けた経営発達支援計画及び事業継続力

－ 強化支援計画の認定通知書の写し(※)

(2) (1)の計画の法定経営指導員の氏名が記載され

た頁の写し(※)

－ 支部借館に係る契約書写し(※)

－ 組織規定、組織図及び配置図（商工会議所のみ）

－ 合併（広域連携）に関する協定書の写し(※)

補助事業遂行状況報告 別記第６号様式 小規模事業指導推進事業遂行状況書

書

補助事業等変更承認申 別記第２３号様式 事業計画書

請書 別記第２４号様式 補助事業計画書

別記第１１号様式 人件費調書(※)

別記第１２号様式 記帳継続指導謝金等調書（※）

別記第２５号様式 資金収支計画書

別記第２６号様式 事業予算書

－ (3) 変更認定を受けた経営発達支援計画及び事業継

続力強化支援計画の変更認定通知書の写し(※)

(4) (3)の計画の法定経営指導員の氏名が記載され

た頁の写し(※)

補助金等概算払申請書 別記第２５号様式 資金収支計画書

補助事業等実績報告書 別記第２３号様式 事業実績書

別記第２４号様式 補助事業支払明細書

別記第１１号様式 人件費調書(※)

別記第１２号様式 記帳継続指導謝金等調書（※）

別記第１３号様式 記帳継続指導実績調書

別記第２６号様式 事業精算書

別記第１５号様式 事業実績報告書

－ 研修参加者に係る修了証書の写し（※）

－ 商工会議所応用研修会の開催内容（※）

－ 経営・技術強化支援事業の実施内容（※）

－ 特別普及振興事業の実施内容（※）

－ 商工会等振興調査事業の実施内容（※）
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－ むらおこし事業等地域活性化事業の実施内容（※）

－ 経営安定特別相談事業の実施内容（※）

注１ ※印の付された様式は、該当しない商工会等、連合会及び会議所連合会にあっては添付を

省略することができるものとする。

注２ 商工会等振興調査事業及びむらおこし事業等地域活性化事業の実績報告にあっては、支出

関係書類の写し（帳簿、伝票、通帳、領収証書、その他収支状況を確認できる書類等）及

び組織の意思決定を確認できる機関決定書類等の写しを添付すること。
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別記第１号様式（第８の１、第９の１）

番 号

年 月 日

北海道知事 様

（住 所）

（商工会等の名称）

（代表者職氏名 ）

経営指導員等の年齢制限適用除外申請書

（事務局長等）

次の者について、小規模事業指導推進費補助金交付要綱第８の１の（４）の規定により、

（第９の１の（３））

令和 年度の年齢制限適用除外を受けたく、別紙理由を付して申請します。

記

１ 氏名

２ 生年月日

３ 経営指導員等としての経験年数

（事務局長等）

４ 前年度指導実績 ※経営指導員等のみ記載

５ 理由

(1) 当該経営指導員等を引き続き補助対象とすることのやむを得ない事由

（事務局長等）

(2) 当該経営指導員等が十分な指導能力を有するとみられる事実

（事務局長等） （管理）

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

注１ 前年度指導実績は、指導の種類ごとに記入のこと

２ 別表第３による関係書類を添付すること

３ 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。
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別記第２号様式（第８の２の（１）、第９の３（３））

番 号

年 月 日

北海道知事 様

（住 所）

（商工会等の名称）

（代表者職氏名 ）

経営指導員の資格認定申請書

（事務局長等）

次の者について、小規模事業指導推進費補助金交付要綱第８の２の（１）の規定により、

（第９の３の（３））

資格認定を受けたいので関係書類を添えて申請します。

記

１ 被認定者氏名

２ 経営指導員の資格を有するとした根拠

（事務局長等）

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

注１ 別表第３による関係資料を添付すること

２ 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。
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別記第３号様式（第１０の１）

番 号

年 月 日

北海道知事 様

（住 所）

（商工会等の名称）

（代表者職氏名 ）

補助対象職員等の変更承認申請書

このことについて、小規模事業指導推進費補助金交付要綱第１０の１の規定により、

次のとおり関係書類を添えて申請します。

記

１ 変更者職種

２ 変更者氏名等

区分 解任予定者 新任予定者

氏 名

解任(新任)

予定年月日

変更区分
（資格区分）

採用理由

備考

３ 設置空白の理由

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

注 １ 変更者職種は、経営指導員、補助員、記帳専任職員、事務局長のいずれかを記入

２ 変更区分欄には、解任予定者にあっては変更後状況等（例：退職、変更後の職種及び

商工会）、新任予定者にあっては、採用前状況等（新規採用、前任の職種及び商工会）

など、変更の経緯が分かるよう記入

３ 変更区分欄の資格区分には、第８の２の（１）経営指導員（第９の３事務局長等）の

資格該当番号を記入

４ 採用理由欄は、新任者の選考理由・経過等を記入

５ 解任又は新任予定者が法定経営指導員の場合は、備考欄にその旨を明記すること。

６ 別表第３による関係書類を添付すること

７ 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。
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別記第４号様式（削除）

別記第５号様式（第１０の２）

番 号

年 月 日

北海道知事 様

（住 所）

（商工会等の名称）

（代表者職氏名 ）

補助対象職員等長期欠勤（出勤開始）届

このことについて、（職種・氏名）は、次のとおり長期欠勤（出勤開始）しましたので、

小規模事業指導推進費補助金交付要綱第１０の２の規定により届け出ます。

記

１ 理由

２ 欠勤（予定）期間 令和 年 月 日から

令和 年 月 日まで

３ 出勤予定（開始）日 令和 年 月 日

４ その他必要な事項

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

注１ 不要な項目については削除すること。

２ 別表第３による関係書類を添付すること

３ 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。
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別記第６号様式（第１９の１）

番 号

年 月 日

北海道知事 様

（住 所）

（商工会等の名称）

（代表者職氏名 ）

補助事業遂行状況報告書

このことについて、小規模事業指導推進費補助金交付要綱第１９の１の規定により、

令和 年９月３０日現在における補助事業の遂行状況を別添のとおり報告します。

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

注 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。
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別添（別記第６号様式）

商工会等名（ ）

補助事業の区分 区 分 人 数 等

(1)補助対象職員の 設置人員 （延月数）

設置費 ①経営指導員 人 月

②補助員 人 月

③記帳専任職員 人 月

(2)指導事業費 旅費 各種研修会出席 （延回数）

①経営指導員 回

②補助員 回

③記帳専任職員 回

④役員等 回

記帳指導員等謝金 （実人員）

指導手当 人 単位

謝金 人 単位

(3)資質向上対策事 研修事業費 （参 加）

業費 大学校研修参加費 人

（うち能力強化研修 人）

（開 催）

専門的研修参加費 回

商工会議所応用研修会 回

商工会議所基礎研修会 回

(4)経営指導推進費 経営・技術強化支援事業費 （実施数）

人日

(5)大都市対策特別 商工会議所支部活動推進費 専門相談員 人

・普及振興事業費

(6)小規模事業施策 小規模事業施策普及費 パンフレット 種類

普及費 ポスター 種類

ホームページ 種類

(7)商工会等指導環 商工会等指導環境推進費 事務局長等 延月数 月

境推進費

(8)若手後継者等育 青年部・女性部活動推進費 青年部

成事業費 講習会等 回 人

研修会 回 人

交流会等 回 人

活動推進事業 テーマ

女性部

講習会等 回 人

研修会 回 人

交流会等 回 人

活動推進事業 テーマ

(9)事業継続力強化 法定経営指導員手当 設置人員 （延月数）

支援計画等実施指 ①経営発達支援計画 人 月

導費 ②事業継続力強化支援計画 人 月
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別記第７号様式（第１９の４）

番 号

年 月 日

北海道知事 様

（住 所）

（商工会等の名称）

（代表者職氏名 ）

令和 年度消費税等仕入控除税額の確定に伴う報告書

このことについて、小規模事業指導推進費補助金交付要綱第１９の４の規定により、次のとおり報

告します。

記

１ 補助金額（知事が確定通知書により通知した額） 円

２ 補助金の確定時における消費税及び地方消費税額に係る仕入控除税額 円

３ 消費税及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税及び地方

消費税に係る仕入控除税額 円

４ 要補助金返還相当額（３－２） 円

(注)記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。

・消費税確定申告書の写し（税務署受付済みのもの）

・消費税確定申告書付表２｢課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」の写し

・３の金額の内訳を記載した書面（別記第７号様式別紙）

・補助事業者等が消費税法第60条第4項に定める法人等である場合、同項に規定する特定収入割合

が５パーセント以下であることを確認できる資料

５ 当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにならない場合、その状況を記載

〔 〕

(注)消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあっては、申告予定時期も記載する

こと。

６ 当該補助金に係る消費税等仕入控除税額がない場合、その理由を記載

〔 〕

(注)記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。

・免税事業者の場合は、補助事業実施年度の前々年度に係る法人税確定申告書の写し（税務署受

付済みのもの）及び損益計算書等、売上高を確認できる資料

・簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、補助事業実施年度における消費税確定申告書

（簡易課税用）の写し（税務署受付済みのもの）

・２割特例の適用を受ける事業者の場合は、補助事業実施年度における「税額控除に係る経過措

置の適用（２割特例）」を選択した消費税確定申告書の写し（税務署受付済みのもの）

・補助事業者等が消費税法第60条第4項に定める法人等である場合、同項に規定する特定収入割合

が５パーセントを超えることを確認できる資料

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

(注)押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。
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別記第７号様式別紙
補 助 金 に 係 る 消 費 税 等 仕 入 控 除 税 額 の 内 訳

補助事業者等

課税売上割合95％以上 個別対応方式 一括比例配分方式 課税売上割合 ％

補助対象 ① の 内 訳 ②のうち ③ の 内 訳 仕入控除 補 助 金 に 係

区 分
消費税等 補助率等 る 消 費 税 等

経 費 課税対象 非 課 税 相 当 額 課税売上 共通売上 非 課 税 税 額 仕入控除税額

① ② ③ 対応 ④ 対応 ⑤ 売上対応 ⑥ ⑧ ⑦×⑧

円 円 円 円 円 円 円 円 ％ 円

計
⑦

注１ 「③の内訳」欄については、課税売上割合が95％未満の事業者で個別対応方式を採用している場合のみ記載すること。
２ 「仕入控除税額」欄の算出は、次のとおりとする。
(1) 課税売上高が５億円以下、かつ課税売上割合が95％以上の事業者の場合・・・③＝⑥
(2) 課税売上高が５億円超え、又は課税売上割合が95％未満の事業者で個別対応方式を採用している場合・・・④＋［⑤×（課税売上割合）］
(3) 課税売上高が５億円超え、又は課税売上割合が95％未満の事業者で一括比例配分方式を採用している場合・・・③×（課税売上割合）
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別記第８号様式（第２３の１）

取得財産等管理台帳（ 年度）

（単位：円）

区 分
取 得

規 格 数 量 単 価 金 額 保管場所 備 考

財産名
年月日

注１ 対象となる取得財産等は、交付要綱第２３の１に定める財産とする

２ 数量は、同一規格であれば一括して記載して差し支えない。ただし、単価が

異なる場合には区分して記載すること

３ 取得年月日は、検査を行う場合は検収年月日を記載すること
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別記第９号様式（第２３の２）

番 号

年 月 日

北海道知事 様

（住 所）

（商工会等の名称）

（代表者職氏名 ）

取得財産等の処分承認申請書

令和 年度小規模事業指導推進費補助金により取得又は効用が増加した取得財産等を、次のとお

り処分したいので、小規模事業指導推進費補助金交付要綱第２３の２の規定により、承認を申請しま

す。

記

１ 処分の理由

２ 処分する取得財産等（動産の場合は品名、規格、数量等、不動産の場合は地番、構造等）

３ 処分を制限された期間

４ 処分する取得財産等の評価額及び算出根拠

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

注 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。
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別記第１０号様式（第２４）

番 号

年 月 日

北海道知事 様

（住 所）

（商工会等の名称）

（代表者職氏名 ）

取得財産等の取得又は効用の増加に係る承認申請書

令和 年度小規模事業指導推進費補助金により、次のとおり取得財産の取得又は効用の増加をし

たいので、小規模事業指導推進費補助金交付要綱第２４の規定により、承認を申請します。

記

１ 品目及び購入予定月日

２ 取得又は増加予定価格 円

３ 取得又は増加の理由

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

注 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。
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別記第１１号様式その１

人 件 費 調 書
１ 補助対象職員の状況

設 置 期 間
今 年 度 の 補助対象延月数 期末手当補助

設置延月数 扶養手当 通勤手当 住居手当 対象支給月数 備 考

職 名 氏 名 今回の計画 前回の計画 今回の 前回の 今回の 前回の 今回の 前回の 今回の 前回の 今回の 前回の （生年月日）

（実績） 計 画 計 画 計 画 計 画 計 画 計 画 計 画 計 画 計 画 計 画

自 至 自 至 (実績) (実績) (実績) (実績) (実績)

計 －
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別記第１１号様式その２

補助対象職員の給与支給状況

(A) 俸給及び扶養手当 (B) (C) 期末手当 (F) (G) (H) その他手当 (L) (M)=A～L

区 (a) (b) (c)=(a)+(b) (D) (E) (I) (J) (K) の合計
職 名 氏 名

分 本俸 扶養手 小 計 一般分 加算額 寒冷地 住居手 超過勤 福利厚

当 手当 手当 分 手当 当 務手当 生費 総合計

1

2

3

4

1

2

3

4

（注）１＝補助事業に要する経費（予算・決算） ２＝補助対象経費 ３＝補助金 ４＝自己負担（１－３）
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別記第１１号様式その３

商工会等名

（１）扶養手当の月額算出表

職 名 氏 名 配偶者の有無 扶養親族の状況 商工会等の支給基準による額 A 補助基準による額 B 補助対象額 C

（ア） 配偶者

人×月 円×月

（イ） 一人目

（生年月日）

人×月 円×月

（ウ） 二人目

（生年月日）

人×月 円×月

（エ） 三人目

（生年月日）

人×月 円×月

（オ） 計

人×月 円×月

（ア） 配偶者

人×月 円×月

（イ） 一人目

（生年月日）

人×月 円×月

（ウ） 二人目

（生年月日）

人×月 円×月

（エ） 三人目

（生年月日）

人×月 円×月

（オ） 計

人×月 円×月
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別記第１１号様式その４

商工会等名

（２）通勤手当の月額算出表

商工会等手当 通 勤 距 離 補 助 対 象 月 額 算 出 内 訳 補助対象月額

職 名 氏 名
支 給 月 額 本 人 運 賃 等 分 自動 駐車 合 計 (A)と(B+C+D)

運賃 その 計 運賃等 自動車等 計 実費額 150,000 計 車等 場等 150,000円限度 のいずれか低

等分 他 (A) 対象km 対象km km 円まで (150,000円限度)(B) 分(C) 分(D) (B+C+D) い額

別記第１１号様式その５

商工会等名

（３）住居手当の月額算出表

補 助 対 象 月 額 算 出 内 訳

借 家

職 名 氏 名 商 工 会 等 本人支払額 月額24,000円まで 月額24,000円超分 補助対象月額 備考

手当支給月額 （100円未満切り捨て） 17,000円限度 計 A又はEの

100円未満切り捨て いずれか低い額

A B C D E=C+D
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別記第１２号様式

記帳継続指導謝金等調書

(1) 記帳指導職員の設置

（単位：円）

設 置 雇用 指 導 手 当 指導 指 導

氏 名 月数 補助事業に 補助対象 負 担 区 分 回数
年月日 (月) 要する経費 経 費 道費補助金 自己負担等 (回) 企業数

自

至

自

至

自

至

自

至

自

至

自

至

合 計 実 人 手 当

(2) 記帳指導員の設置

（単位：円）

謝 金

雇用 補助事業に 補助対象 負 担 区 分 指導 指 導

氏 名 委託期間 日数 要する経費 経 費 回数

(日) 単 価 単 価 道費補助金 自己負担等 (回) 企業数

金 額 金 額

自

至

自

至

自

至

自

至

自

至

自

至

合 計 実 人 手 当
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別記第１３号様式

記帳継続指導実績調書

職氏名

氏 名 業 種
月別指導回数

備 考
４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 計

合 計 企業
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別記第１４号様式

商工会等指導環境推進費に係る調書

商工会等名

１ 経営指導員の設置数等

項 目 状 況

経営指導員の設置数（令和８年４月１日現在） （Ａ）

要綱第７第１表により得られる経営指導員の設置定数 （Ｂ）

常時雇用する職員数（令和８年４月１日現在） （Ｃ） 人

うち補助対象となる常勤職員の事務局長又は中小企業相談所長の数（Ｄ） 人

地区内の小規模事業者数 （Ｅ）

会員数（令和７年１２月３１日現在） （Ｆ）

地区内の商工業者等数（令和７年１２月３１日現在） （Ｇ）

組織率（令和７年１２月３１日現在） （Ｈ＝Ｆ÷Ｇ×100(注１)） ％

会員１人当たりの年間一般会費（令和８年３月３１日現在） （Ｉ） 円

地区内人口（商工会議所に限る。） （Ｊ） 人

補助対象職員等（注２）以外の一般職員の数（商工会議所に限る。）（Ｋ） 人

（注１）小数点以下１位未満の端数があるときは､これを切り捨てること。

（注２）経営指導員、補助員及び記帳専任職員並びに補助対象の事務局長等及び記帳指導員をいう。

（注３）会員数は、会員の総数のうち賛助会員・特別会員を除いた数を記載すること。

２ 添付書類

この書面を提出する場合は、次に掲げる書類を添付すること。

（１）経営指導員に係る事務分掌を明らかにした書面。（経営指導員が経営改善普及事業以外の事務

分掌を有する場合は、当該事務を分掌することが経営改善普及事業に支障を与えない理由を付記

すること。）

（２）独立行政法人中小企業基盤整備機構等の研修事業を積極的に受講する体制を整備していること

を説明する書面

（３）補助事業者における財政状況の一層の改善についての具体的な計画

（４）会員１人当たりの年間一般会費を11,000円以上とすることの確約書（上記１のＩ欄が11,000円

未満の場合に限る。）
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別記第１５号様式（第１９）
事 業 実 績 報 告 書

商工会等名
経営指導員設置 32 38

延月数 010100
対象企業数 経営革新 経営一般 情 報 化 金 融 税 務 労 働 取 引 環境対策 そ の 他 計

32 38 43 48 53 58 63 68 73 78 83
製造業 010101

経 巡 建設業 010102
営 回 小売業 010103
指 指 卸売業 010104
導 導 サービス業 010105
員 その他 010106
の 計 010107
指 製造業 010201
導 窓 建設業 010202
件 口 小売業 010203
数 指 卸売業 010204

導 サービス業 010205
その他 010206

計 010207

創業 巡回指導 010301

指導 窓口指導 010401
計 010501

経営革新 経営一般 情報 化 金 融 税 務 労 働 取 引 環境対策 そ の 他 計
講習会等 32 43 48 53 58 63 68 73 78 83
の開催に 集団 計 回数 020601
よる指導 指導 人数 020602
件数 個別 計 回数 030601

指導 人数 030602
斡旋件数 貸付件数 斡旋総額（千円） 貸付総額（千円）

32 38 43 48 57
日本 一 般 ・ 特 別 040101
政策 マル経資金 040102

金 金融 新創業融資 040104
融 公庫 その他 040105
の 計 040106
斡 道制度融資 040201
旋 そ 市町村制度融資 040202

の 商工貯蓄共済 040203
他 その他金融機関 040204

計 040205
合 計 040300

事 事業所数 従業員数

務 社会保険等 32 38 45

の 050100

代
小規模共済 倒産防止共済 中退金共済 商工貯蓄共済 そ の 他

行 各種共済加入者数 32 38 45 52 59 66
050200

配分人数 員 数 雇用延日数 指導延回数 対象事業者数 うち機械化数

記帳 32 38 43 48 55 62 69
継続 記帳専任職員 060100
指導 記帳指導職員(手当) 060200

記帳指導員(謝金) 060300
延 回 数 延 人 数

青年部・女性部の指導 32 38 43
070000

青年部・ 講習会等 研 修 会 交 流 会 地域振興 そ の 他

女性部活 回 数 人 数 回 数 人 数 回 数 人 数 回 数 人 数 回 数 人 数

動推進事 32 38 43 48 53 58 63 68 73 78 83

業 青年部 080100
女性部 080200

経営分析 事業計画策定支援 フォローアップ支援 販路開拓支援 補助金申請支援
経営発達支援事業等 支援企業数 支援企業数 策定企業数 支援企業数 支援回数 支援企業数 支援企業数 申請企業数

090100
注１．対象企業数は、巡回指導及窓口指導を受けた企業数を記載するものとする。（数度にわたって指導を受ける場合においても１企業とカウ

ント）
２．巡回指導及び窓口指導の回数は、１企業が数度の指導を受けているような実態がある場合、全ての指導回数をカウントし、各々の指導欄
に回数を記載すること。

３．各種共済加入者数については、その保有者数を記入のこと。
４．商工会議所においては、会議所連合会のみ青年部・女性部の指導欄及び、青年部・女性部活動推進事業欄を記入すること。
５．経営発達支援事業等欄は、経営発達支援計画及び事業継続力強化支援計画の策定の有無に関わらず、経営発達支援事業等の実績を記載す
ること。
同一事業者に対して、複数項目（経営分析、事業計画策定支援等）の支援を行った場合は、各項目それぞれカウントすること。
同一事業者による複数の事業計画策定や補助金申請等を支援した場合は、事業計画又は補助金ごとに企業数をカウントすること。
「事業計画策定支援」には、補助金申請のための事業計画のほか、創業計画、事業承継計画、事業継続力強化計画を含む。
「補助金申請支援」は、国及び地方公共団体等の補助金の申請を支援した企業数及び申請企業数を記載すること。

６.窓口指導にはオンラインによる方法も含めるものとする。
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別記第１６号様式（第５の９）

会員数･組織率改善計画書及び取組実績報告書

番 号

年 月 日

北海道知事 様

（住 所）

（商工会等の名称）

（代表者職氏名 ）

１ 会員数・組織率改善計画

（１）目 標 年１２月末までに、会員数 以上（組織率 ％）を達成する。

（２）取組内容

項 目 目標値 評価頻度

①加入を増やす 件

②創業を増やす 件

③脱退に歯止めをかける（事業承継等含む） 件

２ 具体的な取組

・加入を増やすための取組

・創業を増やすための取組

・脱退に歯止めをかける取組

※以下について、１月末日までに報告

３ 取組結果

※１２月３１日時点の会員数、組織率について記載

加入数 脱退数 増減 会員数 組織率

年度

年度

４ 今後の取組

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

注 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。
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別記第１７号様式（第１１の１）

年度 補助金等交付申請書

年 月 日

北海道知事 様

（住 所）

（商工会等の名称）

（代表者職氏名 ）

事業名

上記の事業に関し補助金等の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

記

１ 事業の目的及びその概要

２ 事業の着手及び完了の予定期日

着 手 年 月 日

完 了 年 月 日

３ 補助金等交付申請額 金 円

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

注 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。
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別記第１８号様式（第１２）

中企第 号指令
（補助事業者等）

令和 年（ 年） 月 日に申請のあった令和８年度（2026年度）小規模事業指導推進事業に
ついては、申請内容のとおり承認し、補助事業の成果を成し遂げたときは、金 円を補助します。た
だし、次の事項を守らなければなりません。

令和 年（ 年） 月 日
北海道知事 □印

１ この補助金の交付の対象となる補助事業の名称及び経費並びに補助金の額は、別表のとおりです。
２ この補助金の完了期限は令和 年（ 年）３月31日です。
３ 北海道補助金等交付規則（昭和47年北海道規則第34号。以下「規則」という。）、令和 年度小
規模事業指導推進費補助金交付要綱（令和 年（ 年） 月 日付け 第 号経済部長決定。以下
「交付要綱」という。）及びこの決定の通知に従い、善良な管理者の注意をもって補助事業を遂行
し、その成果を成し遂げなければなりません。

４ 補助対象経費の配分を変更するときは、知事の承認を受けなければなりません。ただし、各経費
区分ごとの補助対象経費を20パーセント以内で増額又は減額しようとするときは、この限りではあ
りません。

５ 補助事業等の内容を変更するときは、知事の承認を受けなければなりません。ただし、補助対象
経費の合計額を20パーセント以内で増額又は減額しようとするときは、この限りではありません。

６ 補助対象職員の変更（解任又は任命）をしようとするときは、知事の承認を受けなければなりま
せん。

７ 補助対象職員が引き続き１カ月を超えて欠勤し、又は、本務を離れるに至った場合（前項の変更
承認を受けようとする場合を除く。）には、速やかに知事に届け出なければなりません。その場合
において知事は必要な指示をすることがあります。また、当該補助対象職員が出勤を開始した場合、
速やかに知事に報告しなければなりません。

８ 補助金の流用可能な経費区分については、補助事業区分「資質向上対策事業費」、「経営指導推
進費」、「大都市対策特別普及振興事業費」、「小規模事業施策普及費」、「若手後継者等育成事
業費」、「商工会等振興調査事業費」、「むらおこし事業等地域活性化事業費」、「広域連携等対
策事業費」の各経費区分間とし、他の経費区分相互間との流用は20パーセント以内とします。

９ 令和 年（ 年）９月30日現在における補助事業の遂行状況を、令和 年（ 年）10月15日まで
に報告しなければなりません。

10 補助事業により取得し、又は効用が増加した財産（不動産及び１件の取得価格又は効用の増加価
格が30万円以上の機械及び器具等）（以下「取得財産等」という。）については、取得財産等管理
台帳を整え、補助事業完了後も、その管理状況を明らかにするとともに、その効率的な運用を図ら
なければなりません。

11 補助事業者は、財産を取得し、又は効用の増加が見込まれる財産があるときは、知事の承認を受
けなければなりません。この場合において知事が当該取得財産等の取得又は効用の増加を承認する
ときは、当該備品の耐用年数を併せて指定します。ただし、あらかじめ備品名を指定して補助金を
交付したものについては、この限りではありません。

12 補助事業により取得した取得財産等については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和
40年大蔵省令第15号）で定める耐用年数（当該耐用年数が10年を超える場合は10年）を経過するこ
とになるまでの期間に他の用途に使用し、取り壊し、他の者に貸し付け、若しくは譲り渡し、他の
物件と交換し、又は債務の担保に供しようとする（以下「取得財産等の処分」という。）ときは、
知事の承認を受けなければなりません。
なお、取得財産等の処分をすることにより収入があるときは、その収入の全部又は一部を道に納付
させることがあります。ただし、交付された補助金の全部に相当する額を納付した場合は、この限
りではありません。

13 前項の申請により承認を受けた場合において、補助金の全部又は一部の金額に相当する納付金を
納付する条件が付されたときは、当該納付金を指定された期日までに納付しなければなりません。

14 前項に定める場合を除くほか、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産を処分すること
により収入があったときは、その収入金額の全部又は一部に相当する納付金を道に納付させること
があります。

15 補助事業の執行を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ、知事の承認を受けなけれ
ばなりません。

16 補助事業が期限までに完了しないとき又は補助事業の遂行が困難となったときは、速やかに知事
に報告し、その指示を受けなければなりません。

17 この補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に従って補助事業を遂行すべきことを命ぜ
られたときは、その命令に従わなければなりません。

18 前項の命令に違反したときは、当該補助事業の遂行を一時停止し、並びに当該補助金の交付の決
定の内容及びこれに付した条件に適合させるための措置を指示する期日までにとるべきことを命じ
ます。

19 この補助金の交付の決定後における事情の変更により特別の必要が生じたときは、この決定の全
部若しくは一部を取り消し、又はこの決定の内容若しくはこれに付けた条件を変更することがあり
ます。
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20 補助事業が完了したとき（廃止の承認を受けたときを含む。）は、当該補助事業の完了の日若し
くは廃止の承認を受けた日から30日以内又は翌年度の４月10日までのうち、いずれか早い日までに、
補助事業等実績報告書を知事に提出しなければなりません。会計年度が終了した場合も、同様とし
ます。

21 この補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に実績報告に係る補助事業の成果が適合し
ないときは、当該補助事業につき、これに適合させるための措置をとるべきことを命じます。

22 次の各号のいずれかに該当するときは、この補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消し、当
該取消しに係る部分に関し、既に交付された補助金があるときは、その返還を命ずることがありま
す。補助金の額の確定があった後においても、また同様とします。
(1) この補助金を他の用途に使用したとき、又は正当な理由がないのにこの補助金を使用しないと
き。

(2) 虚偽の申請又は虚偽の実績報告によりこの補助金を過大に請求し、又は受領したとき。
(3) 補助事業に関して不正に他の補助金等（道以外の者が補助事業者に対して交付する補助金その
他の助成を含む。)を重複して受領したとき。

(4) 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産を、あらかじめ知事の承認を受けないで、こ
の補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、取り壊し、又は担保に供し
たとき。

(5) 前各号に掲げる場合のほか、補助事業に関して、この補助金の交付の決定の内容若しくはこれ
に付した条件その他法令もしくはこれに基づく知事の処分に違反したとき、又は不正な行為をし
たとき。

23 前項の規定による処分に関し、補助金の返還を命ぜられたときは、その命令に係る補助金の受領
の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の
期間については、既納額を控除した額）につき年10.95パーセントの割合で計算した違約加算金を
道に納付しなければなりません。

24 補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の
日までの日数に応じ、その未納付額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、
その納付金額を控除した額）につき年10.95パーセントの割合で計算した違約延滞金を道に納付し
なければなりません。

25 補助金の返還を命ぜられ、当該補助金、違約加算金又は違約延滞金の全部又は一部を納付しない
場合において、同種の事務又は事業について交付を申請した補助金等（その交付が法令の規定によ
り道の義務とされているものを除く。以下「同種の補助金等」という。）があるときは、相当の限
度においてその交付を一時停止し、又は同種の補助金等と未納付額を相殺することがあります。

26 補助事業に関する帳簿又は書類を備え、この補助事業に要した経費とそれ以外の経費とを区別す
ることができるようこれを整理し、かつ、これを補助事業の完了の日の属する年度の翌年度から５
年間保存しなければなりません。ただし、処分を制限された取得財産等がある場合で当該制限され
た期間が帳簿及び書類を保存すべき期間を超えるときは、当該財産の処分を制限された期間保存し
なければなりません。

27 この補助事業の完了により相当の収益が生じたときは、補助金の全部又は一部を納付しなければ
なりません。

28 この補助金の交付決定の内容又は条件に対して不服のある場合は、補助金の交付指令を受けた日
から10日以内に申請の取下げをすることができます。

29 第９項の遂行の状況に関する報告のほか、補助金の予算の執行の適正を期するため必要があると
認めるときは、報告を求め、又は道の職員に帳簿又は書類その他の物件を調査させ、若しくは質問
させることがあるので、これに協力しなければなりません。

30 実績報告を行うに当たって、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額（補助対象経費に含まれる
消費税及び地方消費税相当額のうち消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入に係る消費
税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税（昭和25年法律第226号）に規定する地方消
費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、
その金額が明らかな場合には、これを減額して報告しなければなりません。

31 実績報告後に消費税及び地方消費税の確定申告により当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が
確定した場合には、その金額（実績報告において、前項により減額した場合にあっては、その金額
が減じた額を上回る部分の金額）を速やかに知事に報告するとともに、当該金額を返還しなければ
なりません。また、この補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにならない場合又はない場合
であっても、その状況等について、当該補助金の額の確定の日の翌年６月30日までに交付要綱別記
第７号様式により知事に報告するとともに、補助金に係る消費税等仕入控除税額の確定後は速やか
に知事に報告し、当該金額を返還しなければなりません。

（経済部地域経済局中小企業課商工団体係)

別表
補助事業の名称 令和 年度（ 年度）小規模事業指導推進事業 （補助対象者）

補助事業の区分 経費区分 今回の計画
補助対象経費 補助金の額
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別記第１９号様式（第１３）

年度補助金等交付申請取下書

年 月 日

北海道知事 様

（住 所）

（商工会等の名称）

（代表者職氏名 ）

事業名

上記の事業に関して、 年 月 日付け 第 号指令で補助金等の交付の決定を受

けましたが、次の理由によりその交付申請を取り下げます。

（取下げの理由）

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

注 １ この様式は、補助金等の交付の決定の内容及びこれに付された条件に不服がある場合にお

いて、当該交付申請を取り下げるときに使用すること。

２ この様式には、取下げの理由の参考となる事項を記載した書類を添付すること。

３ 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。
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別記第２０号様式（第１６）

年度補助事業等変更承認申請書

年 月 日

北海道知事 様

（住 所）

（商工会等の名称）

（代表者職氏名 ）

事業名

年 月 日付け 第 号指令で補助金等の交付の決定を受けた上記の事業につ

いて、その計画を次の理由により変更したいので関係書類を添えて申請します。

１ 補助金等交付決定額 金 円

２ 変更後の補助金等申請額 金 円

３ 変更の理由

注 １ この様式は、補助事業等の内容の変更、補助事業等に要する経費の配分の変更等の承認申

請の場合に使用すること。

２ 「 年 月 日付け（記号）第 号指令」については、当初の交付決定の年月

日、番号を記載すること。

３ この様式に添付する関係書類は、交付申請の際の関係書類の様式によるものとし、変更後

の計画（変更されない部分を含む。）を上段に、変更前の計画を下段に括弧書きで記載して、

変更前と変更後の内容を対比できるように作成すること。

なお、記載事項に変更がない関係書類については、添付を省略し、その旨を付記すること

として差し支えないものとする。

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

注 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。
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別記第２１号様式（第１８）

補 助 金 等 概 算 払 申 請 書

年 月 日

北海道知事 様

（住 所）

（商工会等の名称）

（代表者職氏名 ）

事業名

年 月 日付け 第 号指令で交付の決定を受けた上記の事業に係る補助金等

について、概算払を受けたいので申請します。

記

１ 補助金等交付決定額 金 円

２ 既に概算払を受けた額 金 円

３ 今回概算払申請額 金 円

４ 申請の理由

５ 今後の概算払の申請予定

概 算 払 の 申 請 予 定 時 期 月 月 月 合 計

概 算 払 の 申 請 予 定 額 円 円 円 円

６ 口座振替払の振込先銀行等の名称及び口座番号

振込先銀行等の名称 支店名 口 座 番 号

普通

当座

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

注 １ この様式は、団体等が行う事業等に対する補助金等又は年間を通じての事務費、人件費に

対する補助金等の概算払を申請する場合に使用すること。

２ 「 年 月 日付け（記号）第 号指令」については、当初の交付決定の年月日、

番号を記載すること。

３ 「６ 口座振替払の振込先銀行等の名称及び口座番号」欄については、口座振替払を希望

する場合に記載すること。

４ 申請時点における最新の資金収支計画を記載した書面を添付すること。

５ 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。
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別記第２２号様式（第１９）

補 助 事 業 等 実 績 報 告 書

年 月 日

北海道知事 様

（住 所）

（商工会等の名称）

（代表者職氏名 ）

事業名

年 月 日付け 第 号指令で補助金等の交付の決定を受けた上記の事業は、

年 月 日完了したので、関係書類を添えて報告します。

口座振替払の振込先銀行等の名称及び口座番号

振込先銀行等の名称 支店名 口 座 番 号

普通

当座

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

注 １ 「 年 月 日付け 第 号指令」については、当初の交付決定の年月日、番号

を記載すること。

２ 「口座振替払の振込先銀行等の名称及び口座番号」欄については、「口座振替払を希望す

る場合に記載すること。

３ 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。
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別記第２３号様式

事 業 計 画 （実 績） 書

設 立 年 月 日

申 請 者 の 営

む 主 な 事 業

補 助 事 業 等 の

内 容

補助事業等の

実施により見

込まれる効果

（補助事業等

の成果）

備 考

注 １ 補助事業等の内容は、詳細に記載すること。

２ 補助金等の交付を受けようとする者が法人以外の団体の場合にあっては、その運営の状況

を「備考」欄に記載すること。

３ 事業主体が地方公共団体であるときは、「設立年月日」及び「申請者の営む主な事業」欄

は削除して使用すること。

４ 「補助事業等の実施により見込まれる効果（補助事業等の成果）」欄には、交付申請にお

いては補助事業等の実施により見込まれる具体的な効果を、実績報告においては補助事業等

の実施により得られた具体的な成果を記載すること。
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別記第２４号様式

商工会等名

小規模事業者数 企業

俸 給 指 補 記

扶 養 手 当 人 人 人

調 整 手 当 月 月 月

通 勤 手 当 人 人 人

特 地 勤 務

手 当
月 月 月

期 末 手 当 ― ― ― ― 人 人 人

期 末 手 当

職務加算額
― ― ― ― 月 月 月

寒 冷 地

手 当
人 人 人

住 居 手 当 月 月 月

超 過 勤 務

手 当
― ― ― ―

そ の 他 の

手 当
― ― ― ― ― ― ― ―

福 利

厚 生 費
― ― ― ―

― ―

経費区分

今回の計画（実績）

俸

　
給

扶

　

養

道 費 補 助 金 自 己 負 担 等道 費 補 助 金 自 己 負 担 等
人

員

月

数

補 助 事 業 に

要 す る 経 費

（予算額）

備　　　　考

超勤基礎

　　単価計算式

住

　

居

通

　

勤

―

―

―

―

―

―

補 助 事 業 計 画 （ 支 払 明 細 ） 書

補

助
対

象

職

員

等
設

置

費

―

―

補 助 対 象

経 費

補 助 対 象

経 費

補 助

事 業

の

区 分

経 費

区 分 の

明 細

補 助 対 象

外 事 業 分 計

事 業 費 小 計

補 助 対 象
事 業 分 合 計

人 件 費 小 計

(１)

前　回　の　計　画
補助対
象職員

等

補助対
象職員

等

―

―

人

員

月

数

補 助 事 業 に

要 す る 経 費
（予算額・
決算額）

　４　補助事業支払明細書として使用する場合は、費目別の補助金返還額及び流用の内容を記載した資料を添付すること。

―

―

―

注１　この様式は、小規模事業指導推進事業に要する経費に係る補助金の交付を申請し、又は当該補助金に関し実績報告をする場合に使用すること。
　２　不用の文字を削除して使用すること。
　３　事業費の「補助対象人員数等」欄には、回数、箇所数等を記入すること。

再 計

総 合 計

補 助 金 返

還 引 当 費
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別記第２５号様式

資 金 収 支 計 画 書

（単位 千円）

月 ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ ４ 計 備 考

区 科

分 目

収

入 計

支

出 計

収支 当月分

差額 累 計

注 １ この計画書は、補助事業等に係る月別収支計画について作成すること。ただし、申請者が地方公共団体である場合、当該補助事業等が実績で申

請すべきこととされているものである場合及び当該補助事業等の内容が建設工事である場合については、この計画書の作成を要しないものとする。

２ 当該補助事業等の実施のために借り入れた金額がある場合は、「科目」欄に「借入金」と記載し、かつ、借り入れた月に当該借入金の額を表示

すること。
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別記第２６号様式
事 業 予 算 （ 精 算 ） 書

事業名 年度小規模事業指導推進事業

収入の部
科 金 額 備 考
目 今回の計画 前回の計画

（実績）
道 補 助 金 (小 規 模 ) 円 円 道補助金（小規模）の内訳
道補助金(指導体制) 人件費
市 町 村 補 助 金 事業費
会 費
一 般 会 計 繰 入 金
手 数 料 等

合 計

支出の部
科 金 額 備 考
目 今回の計画 前回の計画

（実績）
俸 給 円 円
扶 養 手 当
調 整 手 当
通 勤 手 当
特 地 勤 務 手 当
期 末 手 当
期末手当職務加算額

寒 冷 地 手 当
住 居 手 当
超 過 勤 務 手 当
そ の 他 の 手 当
福 利 厚 生 費

合 計
補 助 金 返 還 引 当 費
総 合 計

上記のとおり議決されていることを証明します。
上記のとおり予算案を提出することを確約します。
上記のとおり精算したことを証明します。

年 月 日
（商工会等の名称）
（代表者職氏名 ）

注１ この様式は、小規模事業指導推進事業に要する経費に係る補助金の交付を申請し、又は当該
補助金に関し実績報告をする場合に使用すること。

２ 不用の文字を削除すること。
３ 「補助金返還引当費」及び「総合計」欄は、事業精算書として使用する場合に記入すること。
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別記第２７号様式

年度補助事業等中止（廃止）承認申請書

年 月 日

北海道知事 様

（住 所）

補助事業者等 （商工会等の名称）

（代表者職氏名 ）

事業（事務）名

年 月 日付け（記号）第 号指令で補助金等の交付の決定を受けた上記の事業

（事務）について、次の理由によりその執行を中止（廃止）したいので申請します。

（中止又は廃止の理由）

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

注 １ この様式は、補助金等の交付の決定を受けた事業又は事務を中止し、又は廃止しようとす

る場合に使用すること。

２ 「 年 月 日付け（記号）第 号指令」については、当初の交付決定の年月日、

番号を記載すること。

３ この様式には、申請時点における当該補助事業等の進ちょく状況（廃止の場合を除く。）

その他必要と認められる事項を記載した書類を添付すること。

４ 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。
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別記第２８号様式

年度補助事業等執行遅延（不能）報告書

年 月 日

北海道知事 様

（住 所）

補助事業者等 （商工会等の名称）

（代表者職氏名 ）

事業（事務）名

年 月 日付け（記号）第 号指令で補助金等の交付の決定を受けた上記の事業

（事務）について、次の理由により予定の期間内に完了する見込みがない（その遂行が困難となっ

た）ので報告しますから指示をお願いします。

（遅延又は遂行困難の理由）

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

注 １ この様式は、補助金等の交付の決定を受けた事業又は事務の執行が遅延し、又は困難とな

った場合に使用すること。

２ 「 年 月 日付け（記号）第 号指令」については、当初の交付決定の年月日、

番号を記載すること。

３ この様式には、報告時点における当該補助事業等の進ちょく状況その他必要と認められる

事項を記載した書類を添付すること。

４ 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。


